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企業経営演習解説

問１ イ

企業における情報化の特徴に関する問題である。

アは、収益性を考えて外部の専門業者に委託するアウトソーシングの傾向にあり、内製化が進

んでいるのではない。

イのＥＵＣの浸透の最近の傾向は適切な内容である。求める答えはイとなる。

ウは、開発期間の短縮やコスト削減のためには、パッケージソフトを利用すべきで、オーダメ

イドはコスト高になる。

エは、ネットワークの広がりはシステムダウンによる影響の範囲を大きくし、セキュリティ管

理を困難にする。

問２ ア

企業情報システムに関する問題である。

アのＥＯＳは、端末からオンラインで発注すると、請求書の発行や出荷などをコンピュータの

管理によって行うシステムである。

イのＭＲＰは、生産計画に合わせて原料や部品を効率よく仕入れるための資材所要量計画シス

テムである。

ウのＰＯＰは、生産時点情報管理システムで、生産場所の要所にカウンタや各種のセンサ、キ

ーボードからの入力によって、そこを通過する製品や部品の数、形状、不良情報などをオンライ

ンで収集し、生産の進捗状態や在庫の現状をリアルタイムに管理するシステムである。

エのＳＩＳは、戦略情報システムで、企業が環境変化に対して能動的に働きかけて競争優位を

確保するために、情報システムを経営戦略の展開手段として構築したものである。

アはＥＯＳの内容、イはＳＩＳの内容、ウはＭＲＰの内容、エはＰＯＰの内容を示している。

求める答えはアとなる。

問３ エ

事業部制組織の特徴に関する問題である。

職能別組織は、各部門を担当する職能によって分け、各部門はその担当する職能についてのみ

下位者に命令する権限と責任を持っている組織形態である。

事業部制組織は、企業規模が大きくなると、トップがすべてを見通して調整を行うことが困難

になる。これを解消するために独自の利益責任を事業部を設け、事業部毎に職能別組織をおいて、

マネジメントの分権化を図る。

マトリックス組織は、職能別組織とプロジェクト組織を組み合わせた組織である。

プロジェクト組織は、特定の目的を達成するために臨時に設けられた組織である。

ア、イは職能別組織の特徴、ウはマトリックス組織、エは事業別組織である。求める答えはエ

となる。
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問４ イ

企業の組織構造に関する問題である。

企業には組織のよこ構造とたて構造が存在する。よこ構造は組織を専門職種ごとに部門化した

もので、経理部や営業部といった部門別の組織構造がよこ構造に該当する。たて構造は組織を経

営者－管理者－部下といった指揮－報告の関係が成り立つ垂直分化された構成のことである。企

業組織では一人の管理者が複数の部下を直接指揮する。

企業組織にはスパンオブコントロールという考え方がり、次のような特徴を持つ。

① 一人の管理者が直接指揮できる部下の人数である。

② 人数が多すぎると監督者の目が届かない。少ないと監視し過ぎる。

③ 部下の業務が定型的か非定型的かで異なる。

④ 一般的に監督者一人につき部下の数は７～８人が適当とされる。

アの指揮命令系統は基本原則では部下は一人の上司の指揮命令下に配置される。複数の上司か

ら命令を受けるのは間違いである。

イの組織をいくつかの階層に分け各階層ごとに責任と権限を明確にすれば、命令は一貫的に流

れるようになるの記述は組織の基本原則として適切な記述である。求める答えはイとなる。

ウの組織のメンバーは専門化され業務活動ができるように組織化される。

エの監督者一人につき適正な部下の人数は７～８人である。適正な人数はないというのは間違

いである。

問５ イ

企業における経営階層とその役割に関する問題である。

アの監督階層は、作業階層を指揮し作業を推進する。

イの管理階層は、目的を設定し目的達成のための作業計画を立案しそれに基づいて管理する。

求める答えはイとなる。

ウの経営管理層は、企業を取り巻く経済的、社会的、技術的環境の変化に対応して、企業の維

持と成長を図り、意思決定を行う専門の職能である。

エの作業階層は、作業実務を遂行する階層である。

問６ ウ

プロジェクト組織に関する問題である。

プロジェクト組織は、プロジェクトの遂行を目的とする一時的な組織である。組織のメンバー

はプロジェクトに専任の場合もあれば、日常業務との兼任になる場合もある。特定の課題のため

に各部門から専門家を集めて編成し、期間と目標を定めて活動する一時的な組織である。求める

答えはウとなる。

アはマトリックス組織、イは職能別組織、ウはプロジェクト組織、エは事業別組織である。

問７ イ

プロジェクト組織に関する問題である。

アの事業部制組織は、企業規模が大きくなると、トップがすべてを見通して調整を行うことが

困難になる。これを解消するために独自の利益責任を事業部に設け、事業部毎に職能別組織をお
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いて、マネジメントの分権化を図る。

イのプロジェクト組織は、プロジェクトの遂行を目的とする一時的な組織である。組織のメン

バーはプロジェクトに専任の場合もあれば、日常業務との兼任になる場合もある。特定の課題の

ために各部門から専門家を集めて編成し、期間と目標を定めて活動する一時的な組織である。求

める答えはイとなる。

ウのマトリックス組織は、職能別組織とプロジェクト組織を組み合わせた組織である。

エのラインアンドスタッフ組織は、ラインとスタッフという２種類の職能で組織が構成される。

企業では、ラインは商品を直接製作・販売・営業するのに対し、スタッフはその商品の企画や、

購買層の調査、情報アドバイス、計数管理、人事、法務、総務等を行う。

問８ ウ

事業部制組織に関する問題である。

事業部制組織は、企業規模が大きくなると、トップがすべてを見通して調整を行うことが困難

になる。これを解消するために独自の利益責任を事業部を設け、事業部毎に職能別組織をおいて、

マネジメントの分権化を図る。

アはプロジェクト組織、イは職能別組織、ウは事業部別組織、エはアライアンスである。求め

る答えはウとなる。

問９ イ

社内ベンチャー組織に関する問題である。

社内ベンチャー組織は、大企業内で、あたかも独立企業のように新規事業を実施する部門や組

織集団を作り、その自主的な新事業創造の活動を、本社が全面的にバックアップしていく組織の

ことである。新規事業への進出、チャレンジ精神を持つ人材の育成、社内の既存資産の有効活用

などの目的で、社内ベンチャーが実施される。求める答えはイとなる。

問10 イ

企業組織に関する問題である。

アの事業部制組織は、企業規模が大きくなるとトップがすべてを管理することができなくなり、

ライン部門をプロジェクト別に事業部として分離し、それぞれの事業部で利益責任を負う組織の

構造である。

イの職能別組織は、生産や販売などを担当するライン部門と、総務や経理など専門化された職

能を担当するスタッフ部門に分けて組織化することである。求める答えはイとなる。

ウのプロジェクト組織は、プロジェクトの遂行を目的とする一時的な組織である。

エのマトリックス組織は、プロジェクトと各職能部門を交流させ、変化の大きい経営環境に柔

軟に対応していこうとする組織形態である。

問11 イ

Ｍ＆Ａに関する問題である。

Ｍ＆Ａは、『企業買収(企業の合併と買収)』のことであり、『ある会社が別の会社を所有する、

または支配するための経済行為』を指さし、経営権の移転を伴う。規制緩和やビジネスのＩＴ化、
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グローバル経済の発展に伴う競争の激化などから、企業は、市場が成熟する中で、国内のライバ

ルのみならず世界の巨大企業を相手にしなければならない状況であり、この大競争時代に生き抜

いて行くためには、自社にない経営資源を素早く取り込み、組織や事業構造を大幅に変革するこ

とのできるＭ＆Ａは必須課題となっている。今後は、Ｍ＆Ａをどれだけ効果的に使いこなせるか

が、企業の成長スピードを左右し、大競争時代を勝ち抜いてゆくカギとなる。

Ｍ＆Ａは、自社にない技術やノウハウを獲得することによって、新規事業を短期間で実現する

ことができるようになる。求める答えはイとなる。

問12 ア

ナレッジマネージメントに関する問題である。

ナレッジマネージメントは、組織内の人々が有する知識を組織で共有できるようにして、活用

することで全体の問題解決力を高める経営である。

アはナレッジマネージメント、イはフラット型組織、ウはベンチマーキング、エはコアコンピ

タンスである。求める答えはアとなる。

問13 エ

ＥＲＰに関する問題である。

ＥＲＰは、経理、生産管理、販売管理、人事管理などの基幹業務の情報を一元的に統合管理す

るシステムである。ＥＲＰを実現すれば全体として最適化された企業活動が可能になる。

ＥＲＰの実現に必要な機能をあらかじめ備えたソフトウェア群を統合基幹業務ソフト（ＥＲＰ

パッケージ）と呼ぶ。ＥＲＰパッケージを使用すると、必要な条件を設定するだけでアプリケー

ションを構築でき、プログラムを作成する必要がなく、開発期間が大幅に短縮する。

ソフトが前提とする業務プロセスは多くの使用実績を持った洗練されたものであり、業務プロ

セスの見直しを含めた開発が可能になる。ソフトに合わない業務プロセスを無理に実現しようと

すると、結果的にプログラムの追加開発が必要になり、ソフトを使用する効果が薄れてしまう危

険性がある。通常は、データベースで情報を一元管理し、リアルタイムで情報を更新しながら、

各クライアントがデータベースを利用する形態のシステムになる。ＥＲＰソフトウェアパッケー

ジを使用する場合、一般的にビジネスプロセスの見直しが不可欠であり、業務手順の見直しなど

も必要となるため、社内のコンセンサスと経営者の決断が求められる。

パッケージが前提としている業務モデルに配慮して、会社全体の業務プロセスを再設計するこ

とが重要である。求める答えはエとなる。

問14 ウ

ＥＲＰに関する問題である。

ＥＲＰは、経理、生産管理、販売管理、人事管理など企業全体の経営資源に関係する基幹業務

の情報を一元的に統合管理するシステムである。ＥＲＰを実現すれば全体として最適化された企

業活動が可能になり、経営の効率向上を図ることができる。ＥＲＰの実現に必要な機能をあらか

じめ備えたソフトウェア群を統合基幹業務ソフト（ＥＲＰパッケージ）と呼ぶ。

アはＳＦＡ、イはＦＣ(フランチャイズチェーン)、ウはＥＲＰ、エはＥＣである。求める答え

はウとなる。
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問15 エ

ＥＡのテクノロジーアーキテクチャ(ＴＡ)に関する問題である。

ＴＡは、業務を実現するためのハードウェア、ソフトウェア、ネットワークなどの技術を体系

化したアーキテクチャで、情報システムを将来にわたって安定的に構築・運用するために必要な

ＩＴ基盤を定義したものである。システムの性能、セキュリティ要件、技術の将来性などの技術

標準を設定し、システムで活用する新技術や新製品の評価基準として用いる。

アはＡＡ、イはＤＡ、ウはＢＡ、エはＴＡである。求める答えはエとなる。

問16 イ

エンタープライズアーキテクチャに関する問題である。

ビジネスアーキテクチャ(ＢＡ)は、組織の目標や業務に体系化したアーキテクチャで、企業全

体の組織構造や役割などを定義し、業務プロセスや情報をモデル化したものである。

アプリケーションアーキテクチャ(ＡＡ)は、組織としての目標を実現するための業務と、それ

を実現するアプリケーションの関係を体系化したアーキテクチャである。業務機能と情報の流れ

をまとめたサービスの固まりの構成である。

データアーキテクチャは、組織の目標や業務に必要となるデータの構成、データ間の関連を体

系化したアーキテクチャである。業務機能に使われる情報の構成である。

テクノロジアーキテクチャは、業務を実現するためのハードウェア、ソフトウェア、ネットワ

ークなどの技術を体系化したアーキテクチャである。各サービスを実現するためのコンピュータ

を含めたシステム要素の構成である。

アの業務流れ図はＢＡ、イの実体関連ダイヤグラムはＤＡ、ウの情報システム関連図はＴＡ、

エのソフトウェア構成図はＡＡである。求める答えはイとなる。

問17 ウ

エンタープライズアーキテクチャに関する問題である。

アのアプリケーションアーキテクチャ(ＡＡ)は、組織としての目標を実現するための業務と、

それを実現するアプリケーションの関係を体系化したアーキテクチャである。業務機能と情報の

流れをまとめたサービスの固まりの構成である。

イのデータアーキテクチャは、組織の目標や業務に必要となるデータの構成、データ間の関連

を体系化したアーキテクチャである。業務機能に使われる情報の構成である。

ウのテクノロジアーキテクチャは、業務を実現するためのハードウェア、ソフトウェア、ネッ

トワークなどの技術を体系化したアーキテクチャである。各サービスを実現するためのコンピュ

ータを含めたシステム要素の構成である。求める答えはウとなる。

エのコンピュータは、テクノロジアーキテクチャを構成するシステム要素の一つである。

問18 ウ

エンタープライズアーキテクチャ(ＥＡ)に関する問題である。

ＥＡは、大企業や政府機関などの巨大な組織の業務手順や情報システムの標準化、組織の最適

化を進め、効率よい組織の運営を図るための方法論ある。組織を構成する「人的資源」「業務内

容」「組織」「社内で有する技術」などの要素を整理し、階層構造化することで、組織全体に対
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する組織の一部分の構成要素の関係、組織の一部分同士の相互関係を明確し、その上で、業務プ

ロセスや取り扱うデータの標準化を行なう。ＥＡを導入する事で、巨大な組織内で複数の業務シ

ステムが別個に運用されていたものが標準化され、導入・運用コストの削減、重複した業務内容

の統合を通じて組織の運営コストの削減が可能となる。ＥＡは、業務体系、データ体系、適用処

理体系、技術体系の４つの体系で分析し、最適化を図る技法である。

アはＵＭＬ技法、イはＥＲダイヤグラム技法、ウはＥＡ技法、エはＤＦＤ技法である。求める

答えはウとなる。

問19 ウ

エンタープライズアーキテクチャ(ＥＡ)に関する問題である。

ＥＡは、大企業や政府機関などの巨大な組織の業務手順や情報システムの標準化、組織の最適

化を進め、効率よい組織の運営を図るための方法論ある。組織を構成する「人的資源」「業務内

容」「組織」「社内で有する技術」などの要素を整理し、階層構造化することで、組織全体に対

する組織の一部分の構成要素の関係、組織の一部分同士の相互関係を明確し、その上で、業務プ

ロセスや取り扱うデータの標準化を行なう。ＥＡを導入する事で、巨大な組織内で複数の業務シ

ステムが別個に運用されていたものが標準化され、導入・運用コストの削減、重複した業務内容

の統合を通じて組織の運営コストの削減が可能となる。ＥＡは、ビジネスアーキテクチャ、テク

ノロジアーキテクチャ、アプリケーションアーキテクチャ、データアーキテクチャの４つの体系

で分析し、最適化を図る技法である。

データアーキテクチャで、求める答えはウとなる。

問20 イ

ＢＰＲ(ビジネスプロセスリエンジニアリング)に関する問題である。

ＢＰＲは、企業活動に関する目標を設定し、組織やビジネスルールや手順を根本的に見直し、

顧客に対する価値を生み出すために、顧客の視点からビジネスプロセスにおける、組織、職務、

業務フロー、管理機構、情報システムを再設計し、最適化することである。

アはＥＲＰ(エンタプライズリソースプランニング)、イはＢＰＲ、ウはベンチマーキング、エ

はコア・コンピタス戦略である。求める答えはイとなる。

問21 イ

ＢＰＭに関する問題である。

ＢＰＭは、ビジネスプロセスに「分析」「設計」「実行」「モニタリング」「改善・再構築」と

いうマネジメントサイクルを適応し、継続的なプロセス改善を遂行しようという経営・業務改善

コンセプトのことである。このコンセプトを実行するために複数の業務プロセスや業務システム

を統合・制御・自動化し、業務フロー全体を最適化するための技術やツールを用いる。

アはＳＣＭ、イはＢＰＭ、ウはＣＲＭ、エはＳＣＭである。求める答えはイとなる。

問22 ア

ＢＰＭの目的に関する問題である。

ＢＰＭは、企業の全社的な業務の流れ（ビジネスプロセス）を把握・分析し、経営目標に従っ
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て継続的に改善・最適化していくことである。特に、情報システムを用いてそのような業務プロ

セスの管理・改善を行うことである。ＢＰＭでは営業、生産、販売、サポートなど個々の企業活

動を一連のプロセスとして捉え、企業の戦略や目標を実現するために最適なプロセスを設計し、

実際の業務に適用する。導入されたプロセスが期待通りに機能しているかどうかは常に監視され、

より適したプロセスへの改善・最適化が行われる。実態把握・改善活動が一度だけ行われるので

はなく、設計、適用、監視、再設計…というサイクルが繰り返し実行される点が重要である。

アはＢＰＭ、イはＥＲＰ、ウはＣＲＭ、エはＢＩである。求める答えはアとなる。

問23 エ

リエンジニアリングに関する問題である。

アのアライアンスは、企業間の連携や協調行動を指す。

イのコアコンピタンスは、企業の競争力、創造力の源泉となる中核的な能力である。

ウのゴーイングコンサーンは、将来にわたって事業を継続することである。

エのリエンジニアリングは、ビジネスプロセスをデザインし直し、品質、サービス、スピード

などのパフォーマンスを改善することである。求める答えはエとなる。

問24 ウ

ワークフローシステムに関する問題である。

ワークフローシステムは、、電子化された申請書や通知書をあらかじめ決められた作業手順に

従い、集配信する、決裁処理を行うことである。稟議・報告書・届出申請の承認手続きを電子化

して、スピード向上、業務効率化、内部統制強化を図る機能である。

アは顧客関係管理システム(ＣＲＭ)、イはＣＡＬＳ、ウはワークフローシステム、エは自動倉

庫システムである。求める答えはウとなる。

問25 ウ

業務活動に関する問題である。

現在の業務内容と所要時間

現状 削減後

顧客訪問時間 １×５＝５ １×６＝６

訪問準備時間 ０.３×５＝１.５ ０.２×６＝１.２

その他時間 １.５ ８－７.２＝０.８

合計 ８ ８

その他業務時間の削減数は １.５－０.８＝０.７

０.７時間となる。求める答えはウとなる。

問26 イ

バランススコアカードに関する問題である。

ＢＳＣ(Balanced Score Card)は、ビジネスプロセスリエンジニアリングの活動で用いられる

分析手法である。戦略・ビジョンを４つの視点で分類し、財務の視点、顧客の視点、業務プロセ

スの視点、学習と成長の視点ごとに目標、業績評価指標、ターゲット、具体的プログラムを設定
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する。答えは顧客であり、求める答えはイとなる。

問27 イ

バランススコアカードに関する問題である。

ＢＳＣ(Balanced Score Card)は、ビジネスプロセスリエンジニアリングの活動で用いられる

分析手法である。戦略・ビジョンを４つの視点で分類し、財務の視点、顧客の視点、業務プロセ

スの視点、学習と成長の視点ごとに目標、業績評価指標、ターゲット、具体的プログラムを設定

する。

顧客の視点は、顧客に継続的に商品やサービスを購入してもらうために、顧客に対してどのよ

うに行動すればよいかという視点である。具体的には、顧客満足度、顧客定着率や対象市場にお

けるマーケットシェア、新規顧客獲得数、クレーム発生率などが挙げられる。主要顧客との継続

的な関係構築が目標であるので、クレーム件数を指標とするは顧客の視点である。求める答えは

イとなる。

アは財務の視点、ウは学習と成長の視点、エは業務プロセスの視点である。

問28 イ

戦略マップに関する問題である。

戦略マップは、バランスト・スコアカード(ＢＳＣ)をベースにした戦略マネジメントシステム

で使われる戦略記述・説明ツールで、組織体全体の戦略目標と、ＢＳＣの４つの視点（財務、顧

客、業務プロセス、学習と成長）ごとの課題と施策、個別目標の関係を図示したものである。戦

略マップは、階層状に配したＢＳＣの４つの視点を示すエリアに各視点での取り組むべき課題、

達成すべき目標を置いて、互いに影響や関係のあるものを矢線で結び付けた図である。各個別目

標間の因果関係を可視化することで、全体として整合性のある戦略を構築・検討することができ

る。

ア、ウはポートフォリオ分析、イは戦略マップ、エはマーケッティングミックスである。求め

る答えはイとなる。

問29 ウ

バランススコアーカードに関する問題である。

バランススコアーカードは、ビジネスプロセスリエンジニアリングの活動で用いられる分析手

法である。戦略・ビジョンを４つの視点で分類し、財務の視点、顧客の視点、業務プロセスの視

点、学習と成長の視点ごとに目標、業績評価指標、ターゲット、具体的プログラムを設定する。

財務の視点：株主や従業員などの利害関係者の期待にこたえるため、企業業績として財務的に

成功するためにどのように行動すべきかの指標を設定する。エは財務の視点である。

顧客の視点：企業のビジョンを達成するために、顧客に対してどのように行動すべきかの指標

を設定する。

業務プロセスの視点：財務的目標の達成や顧客満足度を向上させるために、優れた業務プロセ

スを構築するための指標を設定する。

学習と成長の視点：企業のビジョンを達成するために組織や個人として、どのように変化（改

善）し能力向上を図るかの指標を設定する。
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アは顧客の視点、イは業務プロセスの視点、ウは学習と成長の視点、エは財務の視点である。

求める答えはウとなる。

問30 イ

ＩＴポートフォリオに関する問題である。

アの３Ｃ分析は、企業を取り巻く環境を分析する際に用いられるフレームワークであり、３Ｃ

は、それぞれ、顧客、自社、競合のことを指す。顧客の動向を念頭に市場と競合を分析し、各事

業での成功要因を導き出し、その成功要因と自社の経営資源や企業活動について現状を分析する。

具体的な分析対象として、経営資源（生産能力、従業員数など）、戦略（集中戦略、差別化戦略

など）、業績（売上高、利益、キャッシュフロー、シェアなど）などがある。

イのＩＴポートフォリオは、情報システムの貢献度や活用度などを分析し、バランス良くＩＴ

投資を配分する管理・分析手法である。重点的に投資すべきシステムや、逆に投資を絞り込むシ

ステムを探ったり、既存システムのライフサイクルを考えた運用費の配分を決めたりする際に用

いる。求める答えはイとなる。

ウのＥＡは、巨大な組織の業務手順や情報システムの標準化、組織の最適化を進め、効率よい

組織の運営を図るための方法論である。組織を構成する「人的資源」「業務内容」「組織」「社内

で有する技術」などの要素を整理し、階層構造化することで、組織全体に対する組織の一部分の

構成要素の関係、組織の一部分同士の相互関係を明確し、その上で、業務プロセスや取り扱うデ

ータの標準化を行なう。ＥＡを導入する事で、巨大な組織内で複数の業務システムが別個に運用

されていたものが標準化され、導入・運用コストの削減、重複した業務内容の統合を通じて組織

の運営コストの削減が可能となる。ＥＡは、業務体系、データ体系、適用処理体系、技術体系の

４つの体系で分析し、最適化を図る技法である。

エのベンチマークは、経営や業務において、もっとも優れた実践方法を探し出して、自社のや

り方とのギャップを分析してそのギャップを埋めていくためにプロセス変革を進めるという経営

管理手法である。現行のビジネス業務を測定し、それをベスト企業の業務と比較する継続的プロ

セスであり、数値評価を行うことで、判断に客観性をもたせ、社員に具体的な目標を与えること

ができる。最強の競合相手または先進企業と比較して、製品、サービスおよびオペレーションな

どを定性的・定量的に把握することである。

問31 ウ

バリューチェーン分析に関する問題である。

アの３Ｃ分析は、顧客の動向を念頭に市場と競合を分析し、各事業での成功要因を導き出すこ

とから始め、その成功要因と自社の経営資源や企業活動について現状を分析する手法である。

イのＳＷＯＴ分析は、企業の戦略立案を行う際に使われる分析手法で、組織の外的環境に潜む

機会、脅威を検討・考慮したうえで、その組織が持つ強みと弱みを確認・評価することである。

ウのバリューチェーン分析は、企業活動を調達／開発／製造／販売／サービスなどの主活動や

支援活動に分解し、それぞれの付加価値とコストを把握して、各活動が最終的な価値にどのよう

に貢献するかの関係と構造を明らかにすることで、競争優位の源泉を探る手法である。求める答

えはウとなる。

エのファイブフォース分析は、「供給企業の交渉力」「買い手の交渉力」「競争企業間の敵対関
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係」という3つの内的要因と、「新規参入業者の脅威」「代替品の脅威」の2つの外的要因から業

界全体の魅力度を測る手法である。

問32 エ

情報戦略の立案時の整合性対象に関する問題である。

従来のシステム開発は、情報システムの多様化・複雑化、短期開発の要求の高まりなどの影響

を受けて、構築するシステムが個別最適化の考え方で構築されてきた。そのために、同じ内容の

データが散在したり、使用する技術が異なるためシステムの連携ができなくなる現象が起きてい

る。すべてのシステムを網羅したデータの一貫性やセキュリティの維持、市場での競争優位や顧

客に提供する価値の創造などのビジネス戦略を実現するために、ＩＴ戦略を立案し、ビジネス戦

略と結びついたシステムを構築する必要がある。情報戦略の整合性の対象は中長期の経営計画で

あり、ビジネス戦略との結びつきが重要である。求める答えはエとなる。

問33 イ

情報システムの全体計画立案に関する問題である。

ＣＩＯは、情報担当役員で、ＳＩＳの構築発展のためにはコンピュータの知識だけでなく経営

者としての立場から、戦略の武器として情報システムおよび情報システム部門を把握し統率する

必要がある。そのためには経営者自らが情報システムの運営を行う必要があり、情報システム専

任の役員を置く必要がある。

アは現場の意向に基づいてシステム化を実施するため経営計画との整合性が不十分になる。

イの情報システムの計画立案はＣＩＯが経営計画との調整や技術動向などを調査して中長期計

画として策定し、トップマネジメントの承認を得るの記述は適切な内容である。求める答えはイ

となる。

ウの個別計画の集約では経営的な立場からの統一的な計画とはいえない。

エの情報通信技術の専門家の計画では経営的な見地からの計画が不十分になる。

問34 ア

ＣＩＯに関する問題である。

ＣＩＯは情報担当役員で、企業の情報システムや情報戦略に関する責任者である。通常、常務

以上の役員が担当する。企業情報システムの構築発展のために、コンピュータの知識だけでなく

経営者としての立場から、戦略の武器として情報システムおよび情報システム部門を把握し統率

する必要がある。

ＣＩＯの業務内容

① 経営戦略の一部としての情報化戦略を立案・実行する。

② 情報技術に基づいた形で企業に適切な経営戦略を提案する。

③ 部門間や外部との調整を行い業務組織や業務プロセスを改革して情報システムに適合さ

せる。

④ 情報部門を含めて全社のＩＴ資産(人材、ハードウェア、ソフトウェアなど)の保持や調

達を最適化する。

ＣＩＯは、情報管理、情報システムの統括を含む戦略立案と執行を任務として設置した役員で
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ある。求める答えはアとなる。

問35 ウ

ＣＩＯに関する問題である。

ＣＩＯは情報担当役員で、企業の情報システムや情報戦略に関する責任者である。通常、常務

以上の役員が担当する。企業情報システムの構築発展のために、コンピュータの知識だけでなく

経営者としての立場から、戦略の武器として情報システムおよび情報システム部門を把握し統率

する必要がある。

ＣＩＯの役割は全社的な観点から情報化戦略を立案し、経営戦略との整合性の確認や評価を行

う。求める答えはウとなる。

問36 エ

ＣＩＯに関する問題である。

ＣＩＯは情報担当役員で、企業の情報システムや情報戦略に関する責任者である。通常、常務

以上の役員が担当する。企業情報システムの構築発展のために、コンピュータの知識だけでなく

経営者としての立場から、戦略の武器として情報システムおよび情報システム部門を把握し統率

する必要がある。

ＣＩＯの業務内容

① 経営戦略の一部としての情報化戦略を立案・実行する。

② 情報技術に基づいた形で企業に適切な経営戦略を提案する。

③ 部門間や外部との調整を行い業務組織や業務プロセスを改革して情報システムに適合さ

せる。

④ 情報部門を含めて全社のＩＴ資産(人材、ハードウェア、ソフトウェアなど)の保持や調

達を最適化する。

ビジネス価値を最大化させるＩＴサービス活用の促進を行う。求める答えはエとなる。

アは財務担当役員、イは研究開発担当役員、ウは総務担当役員、エは情報担当役員が関係する。

問37 ア

経営層のアカウントビリティに関する問題である。

アカウンタビリティ(説明責任)は、、政府・企業・団体・政治家・官僚などの、社会に影響力

を及ぼす組織で権限を行使する者が、株主や従業員（従業者）、国民といった直接的関係をもつ

者だけでなく、消費者、取引業者、銀行、地域住民など、間接的関わりをもつすべての人・組織

にその活動や権限行使の予定、内容、結果等の報告をする必要があるとする考えをいう。

経営層のアカウンタビリティは、株主やその他の利害関係者に対して、経営活動の内容・実績

に関する説明責任を負うことである。

アはアカウンタビリティ、イは環境報告書、ウはコンプライアンス経営、エはディスクロージ

ャーである。求める答えはアとなる。

問38 ウ

ベンチマーキングに関する問題である。
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ベンチマーキングとは、経営や業務において、もっとも優れた実践方法を探し出して、自社の

やり方とのギャップを分析してそのギャップを埋めていくためにプロセス変革を進めるという経

営管理手法である。現行のビジネス業務を測定し、それをベスト企業の業務と比較する継続的プ

ロセスであり、数値評価を行うことで、判断に客観性をもたせ、社員に具体的な目標を与えるこ

とができる。最強の競合相手または先進企業と比較して、製品、サービスおよびオペレーション

などを定性的・定量的に把握することである。

アはＥＲＰ(enterprise resource planning)、イはリエンジニアリング、ウはベンチマーキン

グ、エはコア・コンピタンス戦略である。求める答えはウとなる。

問39 エ

コアコンピタンス経営に関する問題である。

コアコンピタンスは、顧客に対して価値提供する企業内部の一連のスキルや技術の中で、他社

がまねできない、その企業ならではの力のことである。競合他社に対しては、経営戦略上の根源

的競争力につながるものであり、他社との提携などの際に相手に与える影響力や業界イニシアテ

ィブの強弱のキーともなる。企業の競争力、創造力の源泉となる中核的な能力のことであり、企

業独自のノウハウや技術などの強みを核として経営を行うことである。

アはナレッジマネージメント、イはフラット型組織、ウはベンチマーキング、エはコアコンピ

タンスである。求める答えはエとなる。

問40 イ

コアコンピタンスに関する問題である。

コアコンピタンスは、顧客に対して価値提供する企業内部の一連のスキルや技術の中で、他社

がまねできない、その企業ならではの力のことである。競合他社に対しては、経営戦略上の根源

的競争力につながるものであり、他社との提携などの際に相手に与える影響力や業界イニシアテ

ィブの強弱のキーともなる。企業の競争力、創造力の源泉となる中核的な能力のことであり、企

業独自のノウハウや技術などの強みを核として経営を行うことである。

アはＥＲＰ、イはコアコンピタンス、ウはＢＰＲ、エはベンチマーキングである。求める答え

はイとなる。

問41 ア

コアコンピタンスに関する問題である。

コアコンピタンスは、顧客に対して価値提供する企業内部の一連のスキルや技術の中で、他社

がまねできない、その企業ならではの力のことである。競合他社に対しては、経営戦略上の根源

的競争力につながるものであり、他社との提携などの際に相手に与える影響力や業界イニシアテ

ィブの強弱のキーともなる。企業の競争力、創造力の源泉となる中核的な能力のことであり、企

業独自のノウハウや技術などの強みを核として経営を行うことである。

アはコアコンピタンス、イはコンプライアンス、ウはポートフォリオマネージメント、エはエ

ンタプライズアーキテクチャである。求める答えはアとなる。
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問42 エ

コアコンピタンスに関する問題である。

コアコンピタンスは、顧客に対して価値提供する企業内部の一連のスキルや技術の中で、他社

がまねできない、その企業ならではの力のことである。競合他社に対しては、経営戦略上の根源

的競争力につながるものである。コアコンピタンスは、組織内における集団的学習であり、種々

の生産技術を調整する方法、そして複数の技術的な流れを統合するものとも言われている。他社

との差別化の源泉となる経営資源である。

アは経営理念、イはＫＧＩ、ウはＳＷＯＴ分析、エはコアコンピタンスである。求める答えは

エとなる。

問43 ウ

ＢＰＯに関する問題である。

ビジネス・プロセス・アウトソーシング(ＢＰＯ)は、各企業の内部管理部門で行われていた総

務、人事、経理、給与計算関係のデータ出入力を中心とした業務やコールセンターなどのビジネ

スプロセスを専門企業に外部委託することである。プログラム作りなどのコンピュータやインタ

ーネット技術に関連した業務のアウトソーシングはＩＴアウトソーシングと言う。

アはホスティングサービス、イはＡＳＰ、ウがＢＰＯ、エはＩＴＯである。求める答えはウと

なる。

問44 ア

ＳａａＳに関する問題である。

ＳａａＳは、ソフトウェアを提供者側のコンピュータで稼働させ、ユーザーはそのソフトウェ

ア機能をインターネットなどのネットワーク経由でサービスとして使用し、サービス料を支払う

形態のビジネスである。

アはＳａａＳ、イはＥＲＰ、ウはＢＰＲ、エはＳＬＡである。求める答えはアとなる。

問45 イ

ＳａａＳに関する問題である。

アのＥＲＰは、経理、生産管理、販売管理、人事管理などの基幹業務の情報を一元的に統合管

理するシステムである。

イのＳａａＳは、ソフトウェアを提供者側のコンピュータで稼働させ、ユーザーはそのソフト

ウェア機能をインターネットなどのネットワーク経由でサービスとして使用し、サービス料を支

払う形態のビジネスである。求める答えはイとなる。

ウのＳＣＭ(サプライチェーン管理)は、素材の供給から製品の販売までを一貫して管理する経

営手法である。

エのＸＢＲＬは、財務情報が作成・流通・再利用できるように標準化されたXMLベースの言語

です。

問46 ア

プロダクトイノベーションに関する問題である。
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プロダクトイノベーションは、革新的な新製品を開発して、差別化を図ることである。イノベ

ーションには、他社に製品で差別化する「プロダクト・イノベーション」と、開発・製造・物流

などで他社が真似できない革新的なプロセスを実現する「プロセス・イノベーション」がある。

求める答えはアとなる。

問47 ウ

ＴＬＯに関する問題である。

ＴＬＯは、大学などが所有、創造する研究成果を特許権などの知的財産権に権利化した上でそ

れを基にしたベンチャー企業を興したり、民間企業に権利供与したりすることの橋渡しのために

設けられた機関である。産学連携推進の一環として、1998年5月に成立した「大学等における技

術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」に基づき、全国の有力大学でＴ

ＬＯが設立された。大学の研究成果、知的財産権の活用で得られる収益を研究者や大学へ還元す

ることで、大学の研究活動の活性化を図る狙いがある。

大学の研究成果を特許化し、または企業への技術移転を支援し、産学の仲介役を果たすもので

ある。求める答えはウとなる。

問48 イ

ＳＷＯＴ分析に関する問題である。

ＳＷＯＴ分析は、事業環境分析に用いられる手法であり、市場における自社の強み・弱み、環

境変化による機会、環境変化によって脅威となる要因を記述することで、自社の今後の方向性を

決める手法である。

アは財務分析、イはＳＷＯＴ分析、ウはＰＰＭ、エはバリューチェーン分析である。求める答

えはイとなる。

問49 ウ

ＳＷＯＴ分析に関する問題である。

ＳＷＯＴ分析は、事業環境分析に用いられる手法であり、市場における自社の強み・弱み、環

境変化による機会、環境変化によって脅威となる要因を記述することで、自社の今後の方向性を

決める手法である。

機会と脅威は、外部環境――すなわち組織が目的を達成するうえで影響を受ける可能性のあ

るマクロ要因（政治・経済、社会情勢、技術進展、法的規制など）とミクロ要因（市場規模・成

長性、顧客の価値観、価格の傾向、競合他社、協力会社など）を列挙し、促進要因と阻害要因に

分けることで導き出す。

強みと弱みは、自社の有形・無形の経営資源――例えば商品力、コスト体質、販売力、技術力、

評判やブランド、財務、人材、意思決定力などを検討し、それらが競合他社より優れているか、

劣っているかで分類して導いていく。

ア、イ、エの内容は内部要因であり、ウの新規参入による脅威は外部要因である。求める答え

はウとなる。
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問50 エ

ステークホルダに関する問題である。

ステークホルダーとは、企業の経営活動、企業の存続や発展に対して利害関係を有する個人や

法人のことである。具体的には、消費者（顧客）、従業員、株主、債権者、仕入先、得意先、地

域社会、行政機関など、企業を取り巻くあらゆる利害関係者を指す。

ステークホルダを重視する目的は、顧客、株主、従業員などの利害関係者の満足度を向上させ、

企業の継続した発展を図ることである。求める答えはエとなる。

問51 ウ

ステークホルダーに関する問題である。

ステークホルダーとは、プロジェクトの実行や完成によって自らの利益に影響が出る人や組織

のことである。ソフトウェア開発プロセスに関係してくるステークホルダーには、上級管理者、

プロジェクトマネジャー、開発者、顧客、ユーザ等がある。

アは組織の外部の人、顧客やユーザも利益や不利益に関係する人はステークホルダーである。

イは間接的に関与する場合もある。

ウの成果が利益になるもの、不利益になるものがいるは適切である。求める答えはウとなる。

エの個人しての特定は必要ない。

問52 ウ

ワークシェアリングに関する問題である。

ワークシェアリングは、従業員1人当たりの労働時間を減少することで、雇用水準を維持する

政策手法である。厚生労働省の分類では、次の４タイプがある。

① 多様就業対応型

② 雇用創出型

③ 雇用維持型(中高年対策)

④ 雇用維持型(緊急対応)

多様就業対応型は、勤務時間や日数の弾力化、フルタイムのパートタイム化などの手法により、

現在の労働者と潜在的な労働者との間で仕事を分かち合い、社会全体で雇用機会を創出すること

が目的である。雇用維持型は、一時的な景気の悪化を乗り越えるため、緊急避難措置として従業

員１人当たりの所定内労働時間を短縮し、多くの雇用を維持する目的で実施する。雇用されてい

る従業員間で、仕事を分かち合う形になり、従業員１人当たりの勤務時間短縮、仕事配分の見直

しによる雇用確保の取り組みである。求める答えはウとなる。

問53 ウ

ワークシェアリングに関する問題である。

アのカフェテリアプランは、企業の福利厚生制度などを社員が自由に選択できるようにした制

度のことである。

イのフリーエイジェント制は、所属チームとの契約を解消し、他チームと自由に契約を結ぶこ

とができるスポーツ選手のことである。

ウのワークシェアリングは、仕事を分かち合い、1人当たりの労働時間を短縮することで、社
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会全体の雇用者数の増大を図る考え方である。求める答えはウとなる。

エのワークライフバランスは、仕事と家庭や地域生活のバランスを考え、子育て期、中高年期

といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現することを指す。

問54 ウ

企業の社会的責任に関する問題である。

企業の社会的責任(ＣＳＲ)は、企業が利益を追求するだけでなく、組織活動が社会へ与える影

響に責任をもち、あらゆるステークホルダー（利害関係者：消費者、投資家等、及び社会全体）

からの要求に対して適切な意思決定をすることを指す。企業の社会的責任を調達先の企業にも求

めていく考え方がＣＳＲ調達である。具体的には、自然環境や人権などへの配慮を調達基準に示

し、調達先に遵守を求める。

アは安価な製品選択を購買基準とする考え、イは調達先複数化する考え、ウはＣＳＲ調達、エ

はＥＤＩシステムの活用である。求める答えはウとなる。

問55 イ

企業の社会的責任に関する問題である。

企業の社会的責任(ＣＳＲ)は、企業が利益を追求するだけでなく、組織活動が社会へ与える影

響に責任をもち、あらゆるステークホルダー（利害関係者：消費者、投資家等、及び社会全体）

からの要求に対して適切な意思決定をすることを指す。

アは、企業のコーポレイトガバナンスや経営情報を株主に提供し、健全な企業への投資活動を

図ることを狙った社会貢献活動である。

イのグリーン購入は、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、

環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することで、環境対策の観点で行う社会貢献

活動である。求める答えはイとなる。

ウの災害時のボランティア活動支援は、豊かな人間性を育み、個人の成長の場を提供する目的

を利用して企業は社会貢献する。

エの社内の倫理ヘルプラインは、不正や不祥事の未然防止を図り、社会的規範を守ることを狙

った社会貢献活動である。

問56 エ

グリーン購入に関する問題である。

アのＣＳＲは、企業が利益を追求するだけでなく、組織活動が社会へ与える影響に責任をもち、

あらゆるステークホルダー（利害関係者：消費者、投資家等、及び社会全体）からの要求に対し

て適切な意思決定をすることをである。

イのエコマーク認定は、様々な製品およびサービスの中で､「生産」から「廃棄」にわたるラ

イフサイクル全体を通して環境への負荷が少なく、環境保全に役立つ商品と認められことである。

ウの環境アセスメントは、大規模開発事業等による環境への影響を事前に調査することによっ

て、予測、評価を行う手続きのことである。

エのグリーン購入は、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、

環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することである。
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問57 ウ

裁量労働制の問題である。

裁量労働制とは、労働者は実際の労働時間とは関係なく、労使であらかじめ定めた時間働いた

ものとみなされる仕組みである。業務の性質上、業務遂行の手段や方法、時間配分等を大幅に労

働者の裁量にゆだねる必要がある業務に適用できるとされる。適用業務の範囲は厚生労働省が定

めた業務に限定されており、「専門業務型」と「企画業務型」とがある。

特定の専門業務や企画業務において、労働時間は、実際の労働時間に関係なく、労使間であら

かじめ取り決めた労働時間と見なす内容は、裁量労働制である。求める答えはウとなる。

問58 エ

ＥＯＳに関する問題である。

ＥＯＳは、発注すべき商品の商品コードおよび数量をデータエントリ端末で入力し、このデー

タをオンラインで本部または仕入先に送信し、請求書の発行や出荷などをコンピュータの管理に

よって行う自動発注システムである。受注から納入までの時間を短縮し、受発注や納入を正確に

行うことができる。

ＥＯＳの特徴及び期待効果は次の通りである。

① 取引先とのデータの受渡が自動化される。迅速で正確な受発注が可能。

② ハンディターミナル等を利用し、在庫チェックを省略できる。

③ 発注作業が標準化、簡素化され、新人でも正確に発注ができる。

④ 検品作業が省力化され、深い商品知識のない店員でも検品ができる。

⑤ 物流の効率化によるコストダウンが図れる。

⑥ 在庫データが整備され、欠品による機会損失が回避できる。

⑦ 多頻度小量受発注が可能となり、在庫のためのスペースが節約できる。

⑧ ＰＯＳシステムと連動させて、適切な商品管理ができる。

⑨ 取引データが統一的に蓄積され、正確な利益管理が可能になる。

アはＣＡＬＳ、イはＥＤＩ、ウはＰＯＳ、エはＥＯＳを表す。求める答えはエとなる。

問59 ウ

ＶＡＮサービスの利用に関する問題である。

アの内容は契約時に細かく検討しておく必要がある。

イの内容は、外部の業者が提供するネットワークサービスを利用する場合、自社業務に必ずし

も適合するネットワークが構築できるとは限らない。

ウの初期投資が少なく、選択的に利用できるのはＶＡＮの特徴である。求める答えはウとなる。

エは外部の専門業者に依頼するため高度な専門知識の必要性はなくなる。

問60 エ

ＰＯＳシステムに関する問題である。

アのＣＡＤは、設計に必要な標準データや規格データをデータベースから参照したり、形状モ

デルを作成したり、製図システムによって自動製図を行うのにコンピュータを活用することであ

る。
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イのＣＡＭは、ＣＡＤシステムと連動して、ＮＣプログラミング、ロボットプログラミングを

行う。工具の自動選択、作業順序決定、切削条件決定、工具経路の決定などを行う。

ウのＤＳＳは、経営階層にマネジメントに必要な意思決定情報を提供するシステムである。

エのＰＯＳは、小売業において、どの商品がいつ何個売れたかを把握するために、販売した時

に1品単位で情報を収集し、コンピュータで管理するシステムである。情報を分析し売れ筋商品

の把握や品切れ防止に役立たせる。求める答えはエとなる。

問61 エ

ＰＯＳシステムに関する問題である。

ＰＯＳシステムは、レジ業務と連動した形で売上データの収集や分析を迅速に行えるシステム

で、売れる商品を揃えたり品切れを防いだり、接客サービスの向上を狙いにその情報を利用する

アはＯＣＲではなく、バーコードリーダて読み取る。

イのストア・コントローラは各種機器を一元的に制御し、情報を記録もしくは加工・処理する

装置である。販売データの記録、店舗で発生するデータの処理、本部との通信機能などを有して

いる装置である。

ウのソース・マーキングはメーカあるいは発売元の生産又は出荷段階に商品包装やコードを印

刷することである。

エのＰＯＳシステムで収集されたデータから、売れ筋商品や死に筋商品を的確に判断すること

ができる内容は正しい記述である。求める答えはエとなる。

問62 ア

ＳＣＭに関する問題である。

ＳＣＭは、素材の供給から製品の販売までを一貫して管理する経営手法である。素材、部品、

製品、卸売、小売りに至るサプライチェーンを最適化するように計画する。これにより、無駄な

在庫や生産を減らし、効率化を図ることができる。ＳＣＭを実践するためには、情報技術やネッ

トワーク技術を活用し、取引関係にある企業と生産販売情報などをリアルタイムに授受し、共有

する仕組みが必要である。

アはサプライチェーン管理(ＳＣＭ)、イは集合知(ＣＩ)、ウは人事管理(ＨＲＭＳ)、エは顧客

管理(ＣＲＭ)である。求める答えはアとなる。

問63 ウ

ＳＣＭに関する問題である。

ＳＣＭは、素材の供給から製品の販売までを一貫して管理する経営手法である。素材、部品、

製品、卸売、小売りに至るサプライチェーンを最適化するように計画する。これにより、無駄な

在庫や生産を減らし、効率化を図ることができる。ＳＣＭを実践するためには、情報技術やネッ

トワーク技術を活用し、取引関係にある企業と生産販売情報などをリアルタイムに授受し、共有

する仕組みが必要である。改善指標になるのは不良在庫の減少率である。求める答えはウとなる。

問64 エ

ＳＣＭに関する問題である。
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ＳＣＭは、素材の供給から製品の販売までを一貫して管理する経営手法である。素材、部品、

製品、卸売、小売りに至るサプライチェーンを最適化するように計画する。これにより、無駄な

在庫や生産を減らし、効率化を図ることができる。ＳＣＭを実践するためには、情報技術やネッ

トワーク技術を活用し、取引関係にある企業と生産販売情報などをリアルタイムに授受し、共有

する仕組みが必要である。生産、在庫、購買、販売、物流など関連する企業間で情報を共有する

事によって全体の効率を向上させる手法がＳＣＭである。

アのＣＲＭは顧客情報とコンタクト履歴を共有・管理し、どのような問い合わせがあっても常

に最適な対応ができるようにしようという概念である。

イはＦＣ(フランチャイズチェーンシステム)は卸売業・メーカが小売店の経営活動を支援して

効率化を実現する。

ウはＥＲＰは経理、生産管理、販売管理、人事管理などの基幹業務の情報を一元的に統合管理

し、全体として最適化された企業活動を可能にすることである。

エのＳＣＭは素材の供給から製品の販売までを一貫して管理し、サプライチェーンを最適化し、

無駄な在庫や生産を減らし、効率化を図る経営手法である。求める答はエとなる。

問65 エ

ＳＣＭに関する問題である。

ＳＣＭは、素材の供給から製品の販売までを一貫して管理する経営手法である。素材、部品、

製品、卸売、小売りに至るサプライチェーンを最適化するように計画する。これにより、無駄な

在庫や生産を減らし、効率化を図ることができる。ＳＣＭを実践するためには、情報技術やネッ

トワーク技術を活用し、取引関係にある企業と生産販売情報などをリアルタイムに授受し、共有

する仕組みが必要である。生産、在庫、購買、販売、物流など関連する企業間で情報を共有する

事によって全体の効率を向上させる手法がＳＣＭである。

アはＣＲＭ、イはＳＦＡ、ウはＥＲＰ、エはＳＣＭである。求める答えはエとなる。

問66 イ

ＳＣＭの購買物流に関する問題である。

バリューチェーン分析は、企業活動を調達／開発／製造／販売／サービスなどの主活動や支援

活動に分解し、それぞれの付加価値とコストを把握して、各活動が最終的な価値にどのように貢

献するかの関係と構造を明らかにすることで、競争優位の源泉を探る手法である。

ＳＣＭのプロセスは、調達(購買)から始まり、開発・製造、出荷、販売の順序に進められる。

アは出荷物流、イは購買物流、ウは販売とマーケティング、エは製造である。求める答えはイ

となる。

問67 ア

ＣＲＭに関する問題である。

ＣＲＭは、ＳＦＡ(Sales Force Automation)の概念をさらに拡張して、顧客と接する機会の

あるすべての部門で顧客情報とコンタクト履歴を共有・管理し、どのような問い合わせがあって

も常に最適な対応ができるようにしようという概念である。顧客ごとに、商談発生のライフ・サ
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イクル全体にわたって関係を深めていくことでロイヤルティを高め、企業収益の向上に結び付け

るのが狙い。

アはＣＲＭ、イは在庫管理、ウはＭＲＰ、エはＰＯＳである。求める答えはアとなる。

問68 ア

ＣＲＭに関する問題である。

ＣＲＭは、ＳＦＡ(Sales Force Automation)の概念をさらに拡張して、顧客と接する機会の

あるすべての部門で顧客情報とコンタクト履歴を共有・管理し、どのような問い合わせがあって

も常に最適な対応ができるようにしようという概念である。顧客ごとに、商談発生のライフ・サ

イクル全体にわたって関係を深めていくことでロイヤルティを高め、企業収益の向上に結び付け

るのが狙い。

アはＣＲＭ、イはＦＣ、ウはＥＲＰ、エはＳＣＭである。求める答えはアとなる。

問69 ウ

ＳＦＡに関する問題である。

コンタクト管理は、顧客の要望や取引相手との交渉内容などを整理し、データベース化して管

理することである。顧客ごとに詳細な情報を持つことで、それぞれに応じた最適のサービスを提

供することを目的とする。営業担当者の間では以前から個人レベルで行われていたことだが、こ

れを一元的に管理して社内で共有することで、後のサポートや新製品のセールス、マーケティン

グ分析などに応用することが可能になる。ＳＦＡの重要な一環として様々な企業で整備が進めら

れており、専用のソフトウェアも販売されている。

顧客訪問日、営業結果などの履歴を管理し、見込み客や既存客にたいして効果的な営業活動を

行うことである。求める答えはウとなる。

問70 エ

ＥＤＩの情報表現規約に関する問題である。

ＥＤＩは、企業間の受発注や見積りなど企業間の商取引をデジタル化し、ネットワークを通じ

てやり取りする仕組みである。ＥＤＩは業界ごとの専用プロトコルでやり取りする方式としてい

たため、閉鎖的でほかの業界とのデータ交換も難しいとされてきた。最近ではインターネットや

マルチメディア技術の発達で、商品の画像情報まで取引企業と交換する例も出てきた。今後、ウ

ェブＥＤＩ(Web-electric Data Interchange)へ移行することでＥＤＩのオープン化が進み、さ

らにＸＭＬなどオープンなデータ定義方式の導入で業界を超えた企業間取引が可能になるため、

ＥＤＩと企業間ＥＣとの境目はやがて消滅するといわれている。

ＥＤＩの対象となる各種規約として、業務運用規約、情報伝達規約、情報表現規約、取引基本

規約があり、それぞれは次の内容になる。

業務運用規約とは，システムの運用時間，障害対策などを定めたものである。

情報伝達規約とは，通信回線を介した接続方法を定めたものである。

情報表現規約とは，データフォーマットを定めたものである。

取引基本規約とは，ＴＣＰ／ＩＰ，ＪＣＡ手順などの通信方法を定めたものである。
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アは取引基本規約、イは業務運用規約、ウは情報伝達規約、エは情報表現規約である。求める

答えはエとなる。

問71 イ

ＥＤＩに関する問題である。

ＥＤＩは、企業間の受発注や見積もりなど企業間の商取引をデジタル化し、ネットワークを通

じてやり取りする仕組みである。ＥＤＩは業界ごとの専用プロトコルでやり取りする方式として

いたため、閉鎖的でほかの業界とのデータ交換も難しいとされてきた。最近ではインターネット

やマルチメディア技術の発達で、商品の画像情報まで取引企業と交換する例も出てきた。今後、

ウェブＥＤＩ(Web-electric Data Interchange)へ移行することでＥＤＩのオープン化が進み、

さらにＸＭＬなどオープンなデータ定義方式の導入で業界を超えた企業間取引が可能になるた

め、ＥＤＩと企業間ＥＣとの境目はやがて消滅するといわれている。

ＥＤＩの対象となる各種規約として、業務運用規約、情報伝達規約、情報表現規約、取引基本

規約があり、それぞれは次の内容になる。

業務運用規約とは，システムの運用時間，障害対策などを定めたものである。

情報伝達規約とは，通信回線を介した接続方法を定めたものである。

情報表現規約とは，データフォーマットを定めたものである。

取引基本規約とは，ＴＣＰ／ＩＰ，ＪＣＡ手順などの通信方法を定めたものである。

求める答えはイとなる。

問72 ウ

ＥＤＩに関する問題である。

ＥＤＩは、ネットワーク経由で企業間の取引データを規約に基づいて交換することである。受

発注データや決済データを交換して、取引の迅速化や事務作業の軽減、帳票類の削減を狙う。Ｅ

ＤＩの対象となる各種規約として、業務運用規約、情報伝達規約、情報表現規約、取引基本規約

がある。ＥＤＩのための標準仕様として、ＥＤＩＦＡＣＴやＣＩＩがある。

アはＭＨＳであり、ＥＤＩメッセージを運ぶ枠組み、イはＶＡＮサービス、ウはＥＤＩ、エは

ＥＯＳである。求める答えはウとなる。

問73 イ

電子商取引におけるＥＤＩに関する問題である。

アのＣＡは、認証局または認証機関である。インターネットメールやＷＷＷページなどにディ

ジタル署名を付けるときに添付するディジタルＩＤを発行する機関である。

イのＥＤＩは、電子データ交換で、コンピュータネットワークを介して電子的に受発注、輸送、

決済などのビジネス文書をやり取りすることである。求める答えはイとなる。

ウのＳＳＬは、ＷＷＷブラウザ、ＷＷＷサーバ間でデータを安全にやり取りするための業界標

準プロトコルである。

エのＸＢＲＬは、各種財務報告用の情報を作成・流通・利用できるように標準化されたＸＭＬ

ベースの言語である。
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問74 イ

ニッチ戦略に関する問題である。

ニッチ戦略は市場内の適所に圧倒的な地位を獲得する方法である。ニッチ戦略とは、差別化戦

略をより先鋭化させ、専門家やマニア向けなど、非常に限定された市場ドメインに特化し、その

市場ドメインでのシェアや収益性の維持を目指す戦略である。

企業経営におけるニッチ戦略は市場の特定化である。

問75 ウ

ニッチ戦略に関する問題である。

ニッチ戦略とは、差別化戦略をより先鋭化させ、専門家やマニア向けなど、非常に限定された

市場ドメインに特化し、その市場ドメインでのシェアや収益性の維持を目指す戦略である。ファ

ーストフードでいう高級ファーストフードチェーン（フレッシュネスバーガーやクアアイナなど）

や、自動車産業でいうフェラーリ、ロールスロイスなどが典型例である。他社が参入しにくい特

定の市場に対して専門化し、高利益率を得る。

アはチャレンジャー戦略、イはリーダー戦略、ウはニッチ戦略、エはフォロワー戦略である。

求める答えはウとなる。

問76 イ

コトラーの競争戦略におけるニッチ戦略に関する問題である。

アのチャレンジ戦略は、上位企業の市場シェアを奪うことを目標に、製品、サービス、販売促

進、流通チャネルなどのあらゆる面で差別化戦略をとる。

イのニッチ戦略は、大手企業が乗り出してない分野や、誰も注目していないような分野をねら

って進出し、特定の製品やサービスに経営資源を集中することで、収益を高め、独自の地位を確

保する戦略である。求める答えはイとなる。

ウのフォロア戦略は、・リーダやチャレンジャーの戦略を模倣して、市場での地位を維持して

いく戦略である。リーダ企業が開拓した市場に、リーダの模倣によって参入し、ある一定のシェ

アを確保する戦略である。

エのリーダシップ戦略は、幅広い顧客層に対して幅広い製品・サービスを提供して、全市場を

カバーし、非価格戦略で需要を拡大し、最大の市場シェアを確保する全方位戦略である。

問77 イ

競争市場戦略に関する問題である。

市場フォロワー型戦略は、上位企業の戦略を模倣し安いコストを活かして市場内に存続する。

アは市場チャレンジ型戦略、イは市場フォロー型戦略、ウは市場ニッチ型戦略、エは市場リー

ダ型戦略である。求める答えはイとなる。

問78 エ

ＸＢＲＬに関する問題である。

ＸＢＲＬは、財務情報が作成・流通・再利用できるように標準化されたＸＭＬベースの言語で

ある。国内外の投資者や金融機関、監督官庁、証券取引所などに加え、上場会社においても透明
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度の高い財務情報をタイムリー・スピーディーに把握できることが期待されることから、証券市

場における機能の向上とともに、会社経営そのものに大きなインパクトを与えることが期待され

ている。

ＸＢＲＬは文書情報やデータの構造を記述するためのマークアップ言語であるＸＭＬを、財務

情報の交換に応用したデータ記述言語である。求める答えはエとなる。

問79 イ

金融システムのＣＤ／ＡＴＭに関する問題である。

アのＰＯＰは、工場内のあちこちで発生する生産情報をリアルタイムに収集し、管理するため

のシステムである。

イのＣＤ／ＡＴＭは、現金自動預け払い機である。銀行や郵便局、消費者金融などの金融機関

のホスト・コンピュータに接続されて、現金の引出し、預入れ、振り込み、残高照会、通帳記入

などの窓口業務を自動処理する。求める答えはイとなる。

ウのＦＭＳは、市場環境の多様化やニーズの変化に柔軟に対応していけるように、機械・設備

の機能を準備し、工程設計の方法や日程計画の立て方に工夫を施された生産システムである。

エのＭＡＰは、工場全体の自動化実現のために、異機種ロボットなどを統一的に使用して、工

場全体を統合するためのプロトコルである。

問80 ウ

クレジッドカード決済のプロトコルに関する問題である。

アのＥＤＩは、ネットワーク経由で企業間の取引データを交換することである。受発注データ

や決済データを交換して、取引の迅速化や事務作業軽減、帳票類の削減をねらう。

イのＲＳＡは、公開鍵暗号方式を実現するためのアルゴリズムの一つである。

ウのＳＥＴは、オンラインショッピングでのクレジットカートによる決済を安全に行うための

規格である。ＳＳＬと同様にＷＷＷサーバの認証や通信の暗号化を行うが、店舗側にクレジット

カード番号が分からないようにしている。求める答えはウとなる。

エのＳＳＬは、ＷＷＷブラウザとＷＷＷサーバとの通信でセキュリティを確保するための技術

である。

問81 エ

バーチャルモールに関する問題である。

アのＣＡＬＳは、製品のすべての情報を一つのデータベースで一元管理し、効果的、効率的管

理を目指す考え方である。製品開発から資材調達、生産、流通、保守に至るまで、製造コスト、

在庫コストの低減、生産・調達の合理化、品質の向上などを実現する。

イのＷｅｂ－ＥＤＩは、ネットワークを通じた企業間商取引を示す。インターネット技術を利

用したＷｅｂ－ＥＤＩはオープンであり、専用線を利用するより大幅に通信コストが安くなり、

ブラウザさえあれば比較的、短期間にＥＤＩが可能となる。インターネットはセキュリティの確

保が問題であったが、ＳＳＬやＶＰＮなどの暗号化技術の利用により、解決された。

ウのバーチャルカンパニーは、実存の企業であるビジネス･パートナーの支援のもと、販売す

る商品を決め、広報ツールを作成し、他の参加校と売買活動を行いながら、企業運営や電子商取
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引を体験する、国際ビジネスのシミュレーションプログラムである。

エのバーチャルモールは、インターネット上に存在する仮想店舗が集まった商店街のことで、

サイト内には複数の企業や個人が運営する店舗が設置されており、ショッピングやオークション

などが楽しめる。決済方式は主にクレジットカードや代金引換だが、中には電子マネーを利用で

きるＷｅｂサイトもある。 ＢｔｏＣに該当する。求める答えはエとなる。

問82 エ

ＥＣに関する問題である。

消費者向けや企業間の商取引を、インターネットなどの電子的なネットワークを活用して行う

ことである。商品の受発注から代金決済まで行う。企業間の取引をＢｔｏＢ、企業と消費者間の

取引をＢｔｏＣという。

アはＳＦＡ、イはＥＲＰ、ウはＦＣ、エはＥＣである。求める答えはエとなる。

問83 ウ

ポートフォリオ図に関する問題である。

ポートフォリオ分析に用いるポートフォリオ図は、縦軸に市場成長率、横軸に市場占有率を配

して、個々の戦略ビジネスユニットごとにその位置づけをプロットする。グラフを４つに区分し

て、市場成長率が高く市場占有率の高い商品は花形商品、市場は成長しているがシェアの小さい

商品を問題児の商品、成長率は止まっているがシェアの大きな商品を金のなる木、シェアの小さ

いものを負け犬として評価する。

アの折れ線グラフは横軸に対する数量などの推移を線で表したもので、時間的な経過による数

量的な変化を表すのに用いる。

イのＺグラフは一定期間の売上げ実績や企業の業績動向を分析するグラフで、実績値、累計値、

移動合計値の三つのグラフからなる。移動合計値はその月からさかのぼって１年間の累計を表し

たものである。

ウのポートフォリオ図は相反する事象をもつ２つの項目を縦軸と横軸にとり、分布の状態をカ

テゴリに分けて表したものである。新製品の市場におけるポジショニングを表現する目的で用い

るのはポートフォリオ図であり、求める答えはウとなる。

エのレーダチャートは複数の特性間のバランスをみるとき、または、データの周期性をみると

きに使うグラフで、蜘蛛の巣のような形状をしている。

問84 イ

ＰＰＭに関する問題である。

ＰＰＭは、多種類の製品を生産・販売したり、複数の事業を行ったりしている企業が、戦略的

観点から経営資源の配分が最も効率的・効果的となる製品・事業相互の組み合わせを決定するた

めの経営分析・管理手法である。

｢金のなる木｣は大きな追加投資なしにキャッシュフローを生み出す事業、｢花形製品｣は市場の

成長に合わせた投資を続けていくことが必要な事業、｢問題児｣は市場の成長に対して投資が不足

している事業であり積極的な追加投資か、撤退が必要な事業、｢負け犬｣は将来性が低く基本的に

撤退すべき事業と考え、｢金のなる木｣から得た収益を｢問題児｣に投入し、｢花形製品｣に育てると
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いった投資戦略が原則となる。

ＰＰＭ分析の目的は、目標を設定し、資源配分の優先順位を設定するための基礎として、自ら

の置かれた立場を評価することである。求める答えはイとなる。

アのプロモーション効果の測定、イの製品の品質を高める、エの季節変動要因や地域的広がり

を加味するは適切でない。

問85 ア

製品ポートフォリオに関する問題である。

Ａは問題児、Ｂは花形、Ｄは金のなる木、Ｃが負け犬に相当する。

アの領域Ａは大口顧客になる可能性がある問題児であるから営業を強化する。求める答えはア

となる。

イの領域Ｂは花形であり、将来金になる木に育てるための営業の強化が必要がある。

ウの領域Ｃは負け犬であり、営業力の投入を最小限にできる。

エの領域は金のなる木であり、市場占有率維持に必要な最小限の投資にとどめておく。

問86 ウ

ＰＰＭに関する問題である。

製品ポートフォリオは製品または事業について市場成長率と市場占有率を評価要素として、企

業全体として最も効率的な資源配分をするために使用するマトリックスである。象限ごとに問題

児、花形、金のなる木、負け犬を位置づける。花形は市場成長率も市場占有率も高く、現在の市

場占有率を維持しつつ成長するための資金の投入を行い、将来の金のなる木に育てる。金のなる

木は市場占有率は高いが、市場成長率は低い製品で、全社の資金源として位置づけられ、投資を

市場占有率の維持に必要な最小限にとどめて収益を上げる。問題児は市場成長率は高いが現在の

市場占有率が低い製品で、早い段階で資源を集中投資して市場占有率の拡大を図るか、撤退する

戦略をとる。負け犬は市場成長率も市場占有率も低い製品で、撤退戦略をとる。

花形は市場成長率も高く、市場占有率も高い。

金のなる木は市場占有率は高いが、市場成長率は低い。

問題児は市場成長率は高いが、市場占有率は低い。

負け犬は、市場占有率も、市場成長率も低い。

ａは市場成長率、ｂは市場占有率となる。

問87 ウ

ＰＰＭに関する問題である。

製品ポートフォリオは製品または事業について市場成長率と市場占有率を評価要素として、企

業全体として最も効率的な資源配分をするために使用するマトリックスである。象限ごとに問題

児、花形、金のなる木、負け犬を位置づける。

アはＳＷＯＴ分析、イは製品市場成長マトリックス、ウはＰＰＭ、エはプロダクトライフサイ

クルである。求める答えはウとなる。



- 26 -

問88 ア

製品ポートフォリオに関する問題である。

製品ポートフォリオは製品または事業について市場成長率と市場占有率を評価要素として、企

業全体として最も効率的な資源配分をするために使用するマトリックスである。象限ごとに問題

児、花形、金のなる木、負け犬を位置づける。花形は市場成長率も市場占有率も高く、現在の市

場占有率を維持しつつ成長するための資金の投入を行い、将来の金のなる木に育てる。金のなる

木は市場占有率は高いが、市場成長率は低い製品で、全社の資金源として位置づけられ、投資を

市場占有率の維持に必要な最小限にとどめて収益を上げる。問題児は市場成長率は高いが現在の

市場占有率が低い製品で、早い段階で資源を集中投資して市場占有率の拡大を図るか、撤退する

戦略をとる。負け犬は市場成長率も市場占有率も低い製品で、撤退戦略をとる。

Ａは問題児、Ｂは花形、Ｄは金のなる木、Ｃが負け犬に相当する。

アの花形であり、市場成長率、市場占有率共に大、領域ｂに相当する。求める答えはアとなる。

イの金のなる木であり、市場占有率は大、市場成長率は低、領域ｄに相当する。

ウの問題児であり、市場占有率は低、市場成長率は大、領域ａに相当する。

エの負け犬は、市場占有率、市場成長率共に低、領域ｃに相当する。

問89 ア

製品ポートフォリオに関する問題である。

製品ポートフォリオは製品または事業について市場成長率と市場占有率を評価要素として、企

業全体として最も効率的な資源配分をするために使用するマトリックスである。象限ごとに問題

児、花形、金のなる木、負け犬を位置づける。花形は市場成長率も市場占有率も高く、現在の市

場占有率を維持しつつ成長するための資金の投入を行い、将来の金のなる木に育てる。

アは花形、イは負け犬、ウは問題児、エは金のなる木である。求める答えはアとなる。

問90 ア

プロダクトライフサイクルに関する問題である。

プロダクトライフサイクルは、商品が市場に投入されてから、次第に売れなくなり姿を消すま

でのプロセスのことである。プロダクトライフサイクルの段階区分は、導入期、成長期、成熟（市

場飽和）期、衰退期の4段階で表現される。

① 導入期

市場に製品が投入された段階では、製品を認知してもらうために積極的にプロモーションを

行い、市場を拡大することが重要です。この段階では売上も小さく、研究開発費などがかかる

ので利益も出ません。

② 成長期

製品が受け入れられてくると競合製品も増加するため、差別化戦略が重要になります。ブラ

ンド力を強化し、消費者ニーズに応じて商品を特徴づけ、チャネルも拡大し、自社の製品を市

場に浸透させていくことが重要になります。売上も利益も急拡大する時期にあたります。

③ 成熟期

市場の成長が鈍化し、売上、利益とも頭打ちになる時期が成熟期です。上位企業にとっては

シェア拡大が重要な課題で、下位企業にとっては生き残りをかけ、特定ターゲットをねらった
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ニッチ戦略が重要となります。

④ 衰退期

値引き競争が頻繁に行われ、売上も利益も減少する時期です。生産性を維持しながら、既存

の保守的な顧客を維持していくことが重要な課題となります。また、多くの企業にとっては、

撤退時期を判断することも重要になってきます。

アは成長期、イは成熟期、ウは衰退期、エが導入期である。求める答えはアとなる。

問91 ア

プロダクトライフサイクルに関する問題である。

プロダクトライフサイクルは、商品が市場に投入されてから、次第に売れなくなり姿を消すま

でのプロセスのことである。プロダクトライフサイクルの段階区分は、導入期、成長期、成熟（市

場飽和）期、衰退期の4段階で表現される。

① 導入期

市場に製品が投入された段階では、製品を認知してもらうために積極的にプロモーションを

行い、市場を拡大することが重要です。この段階では売上も小さく、研究開発費などがかかる

ので利益も出ません。

② 成長期

製品が受け入れられてくると競合製品も増加するため、差別化戦略が重要になります。ブラ

ンド力を強化し、消費者ニーズに応じて商品を特徴づけ、チャネルも拡大し、自社の製品を市

場に浸透させていくことが重要になります。売上も利益も急拡大する時期にあたります。

③ 成熟期

市場の成長が鈍化し、売上、利益とも頭打ちになる時期が成熟期です。上位企業にとっては

シェア拡大が重要な課題で、下位企業にとっては生き残りをかけ、特定ターゲットをねらった

ニッチ戦略が重要となります。

④ 衰退期

値引き競争が頻繁に行われ、売上も利益も減少する時期です。生産性を維持しながら、既存

の保守的な顧客を維持していくことが重要な課題となります。また、多くの企業にとっては、

撤退時期を判断することも重要になってきます。

アは成長期、イは成熟期、ウは衰退期、エが導入期である。求める答えはアとなる。

問92 ウ

マーケティングミックスに関する問題である。

マーケティングミックスは、マーケティング戦略を、商品、市場特性、企業イメージなどに応

じて最適に組み合わせて実行することである。

① 製品戦略(Product)：製品系列の組み合わせ

② 価格戦略(Price)：需給・コスト・製品特性・ブランドイメージなどに基づく価格体系

③ 流通戦略(Place)：販売経路の選択と確保

④ 販売促進戦略(Promotion)：人的販売促進や広告宣伝活動の実施

アはセグメンテーション、イはプロダクトポートフォリオ、ウはマーケティングミックス、エ

はプロダクトライフサイクルの考えである。求める答えはウとなる。
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問93 ウ

逆オクションに関する問題である。

アのＢｔｏＢは企業間の電子商取引、イのＧｔｏＣは、政府と消費者間の電子商取引を表す。

ウの逆オクションは、売り手が買い手を選定する通常のオークションと異なり、買い手が売り

手を選定する逆のオークションである。政府による調達の際に行われる競争入札がこれに対応す

る。ある商品を買う者が買いたい品物と購入条件を提示し、売り手の間で価格入札を行わせて、

最も安い価格を入札した者から購入を決定する方式である。求める答えはウとなる。

エのバーチャルモールは、インターネット上に存在する仮想店舗が集まった商店街のことで、

サイト内には複数の企業や個人が運営する店舗が設置されており、ショッピングやオークション

などが楽しめる。

問94 ウ

ＣＧＭに関する問題である。

ＣＧＭは、インターネットなどを活用して消費者が内容を生成していくメディアで、個人の情

報発信をデータベース化、メディア化したＷｅｂサイトである。商品・サービスに関する情報を

交換するものから、日常の出来事をつづったものまでさまざまなものがあり、クチコミサイト、

Ｑ＆Ａコミュニティ、ソーシャルネットワーキングサービス(ＳＮＳ)、ブログ、ＣＯＩ(Communi

ty Of Interest)サイトなどがこれにあたる。

アはインターネットオクション、イはバーチャルモール、ウはＣＧＭ、エはメールマガジンで

ある。求める答えはウとなる。

問95 イ

ｅマーケットプレイスに関する問題である。

ｅマーケットプレイスは、インターネット上に設けられた企業間取引所で、Ｗｅｂサイトを通

じて売り手と買い手を結び付ける電子市場のことである。売り手と買い手が直接取引を行うこと

により、これまでの中間流通業者を中抜きにして取引することができ、流通コストが削減できる。

売り手にとっては、新規取引先の開拓や、営業コストの削減、取引先の増加による在庫リスクの

平準化、在庫調整などを実現できる。買い手にとっては、調達コストや物流コストの削減、スポ

ット取引による緊急時の調達手段の確保などが実現できる。市場の運営には、買い手も売り手も

安心して取引できる信用や、決済や与信管理などの金融機能、物流機能などが必要とされる。

アはＯ２Ｏ、イはｅマーケットプレイス、ウはＳＣＭ、エはＥＤＩである。求める答えはイと

なる。

問96 イ

ＧtoＢに関する問題である。

ＧtoＢ、ＢtoＢ、ＢtoＣ

電子商取引において用いられる略語である。Ｇは｢政府｣または｢自治体｣、Ｂは｢企業｣を意味し、

Ｃは｢消費者｣を指す。

ＧtoＢは「政府または自治体と企業間の取引、ＢtoＢは「企業間取引」、ＢtoＣは「企業と消

費者の取引」を示す。
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アは自治体内、自治体間の問題、イは自治体と企業間の取引、ウは自治体間の問題、エは自治

体と消費者または住民の問題である。求める答えはイとなる。

問97 ウ

ＳＯＡＰの役割に関する問題である。

ＳＯＡＰは、ＸＭＬとＨＴＴＰなどをベースとした、他のコンピュータにあるデータやサービ

スを呼び出すためのプロトコルである。ＳＯＡＰによる通信では、ＸＭＬ文書にエンベロープ(封

筒)と呼ばれる付帯情報が付いたメッセージを、ＨＴＴＰなどのプロトコルで交換する。サービ

スを利用するクライアントと、サービスを提供するサーバの双方がＳＯＡＰの生成・解釈エンジ

ンを持つことで、異なる環境間でのオブジェクト呼び出しを可能にしている。

ネットワーク経由でオブジェクト間の通信を行うものとして、ＣＯＲＢＡやＤＣＯＭなどがあ

ったが、ＳＯＡＰは、通信内容の記述にＸＭＬを用いる点が特徴で、言語やプラットフォームに

依存しないプロトコルである。また、ＳＯＡＰはデータ構造のみが規定されており、転送用プロ

トコルとして、ＨＴＴＰやＳＭＴＰなど既存の任意の通信プロトコルを使用する点も特徴である。

ＸＭＬ文書を企業間でやり取りする場合には、ＸＭＬ文書に宛先などを追加して記述する手段

が必要になるが、ＳＯＡＰはそういった役割のために開発されたといってよい。

ＳＯＡＰは「エンベロープ」「ヘッダ」「ボディ」の3つの領域に分かれており、エンベロープ

にはエンコーディングが宣言され、ヘッダに宛先などが格納され、ボディに通信内容が記述され

る。

Ｗｅｂサービスの送受信プログラム間で、ＸＭＬ形式のメッセージを受け渡す。求める答えは

ウとなる。

問98 エ

ＡＳＰ(アプリケーションサービスプロバイダ)に関する問題である。

ＡＳＰは、業務用のアプリケーションソフトをネットワークを利用して、顧客にレンタルする

事業者あるいはサービスのことである。

アはハウジングサービス、イはビジネスアウトソーシングサービス(ＢＰＯ)、ウはホスティン

グサービス、エはＡＳＰである。求める答えはエとなる。

問99 エ

ソーシャルメディアに関する問題である。

ソーシャルメディアは、インターネット上で展開される情報メディアのあり方で、個人による

情報発信や個人間のコミュニケーション、人の結びつきを利用した情報流通などといった社会的

な要素を含んだメディアのことである。利用者の発信した情報や利用者間のつながりによってコ

ンテンツを作り出す要素を持ったＷｅｂサイトやネットサービスなどを総称する用語で、古くは

電子掲示板やブログから、最近ではＷｉｋｉやＳＮＳ、ミニブログ、ソーシャルブックマーク、

動画共有サイト、動画配信サービス、ショッピングサイトの購入者評価欄などが含まれる。

アはアフィリエイト、イは位置情報を利用した電子ポスター、ウはキーワード広告、エはソー

シャルメディアである。もとる答えはエとなる。
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問100 ア

エスクロサービスの取引モデルに関する問題である。

取引は次の順序で行われる。

① 売買の成立

② 買い手から会社へ商品代金の払込み

③ 会社から売り手への代金入金通知

④ 売り手から買い手に商品の発送

⑤ 買い手から会社へ商品受領の通知

⑥ 会社から売り手への代金の支払い

⑤の答えは、商品受領の通知である。求める答えはアとなる。

問101 エ

ＳＯＡに関する問題である。

サービス指向アーキテクチャ(ＳＯＡ)は、大規模なコンピュータ・システムを構築する際の概

念あるいは手法の一つである。業務上の一処理に相当するソフトウェアの機能をサービスと見立

て、そのサービスをネットワーク上で連携させてシステムの全体を構築していくことを指す。業

務処理の変化をシステムの変更に素早く反映させたいという需要に応えうるものとして、注目を

集めている。

アはＳＦＡ、イはアウトソーシング、ウはＢＰＲ、エはＳＯＡである。求める答えはエとなる。

問102 イ

ＳＯＡ(サービスオリエンテッドアーキテクチャ)に関する問題である。

ＳＯＡは、業務上の一処理に相当するソフトウェアの機能をサービスと見立て、そのサービス

をネットワーク上で連携させてシステムの全体を構築していくこと考え方である。

アはＯＳＩ参照モデル、イはＳＯＡ、ウはＳＬＭ(サービスレベルマネージメント)、エはＳａ

ａＳである。求める答えはイとなる。

問103 ウ

ＳＯＡに関する問題である。

サービス指向アーキテクチャ(ＳＯＡ)は、大規模なコンピュータ・システムを構築する際の概

念あるいは手法の一つである。業務上の一処理に相当するソフトウェアの機能をサービスと見立

て、そのサービスをネットワーク上で連携させてシステムの全体を構築していくことを指す。業

務処理の変化をシステムの変更に素早く反映させたいという需要に応えうるものとして、注目を

集めている。

アはＥＲＰ、イは工程分析、ウはＳＯＡ、エはアウトソーシングである。求める答えはウとな

る。

問104 イ

サービス指向アーキテクチャ(ＳＯＡ)は、大規模なコンピュータ・システムを構築する際の概

念あるいは手法の一つである。業務上の一処理に相当するソフトウェアの機能をサービスと見立
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て、そのサービスをネットワーク上で連携させてシステムの全体を構築していくことを指す。業

務処理の変化をシステムの変更に素早く反映させたいという需要に応えうるものとして、注目を

集めている。

アはＥＡ、イはＳＯＡ、ウはＤＦＤ、エは構造化定理である。求める答えはイとなる。

問105 エ

スマートグリッドに関する問題である。

スマートグリッドとは、スマートメーター等の通信・制御機能を活用して停電防止や送電調整

のほか多様な電力契約の実現や人件費削減等を可能にした電力網である。通信と情報処理技術に

よって、発電や電力消費を総合的に制御し、再生可能エネルギーの活用、安定的な電力供給、最

適な需給調整を図るシステムである。

スマートグリッド化を進めることによるメリットとしては、次の４点が挙げられる。

① ピークシフトによる電力設備の有効活用と需要家の省エネ

② 再生可能エネルギーの導入

③ エコカーのインフラ整備

④ 停電対策

スマートグリッドの欠点として、セキュリティ上の問題がある。スマートグリッドのインフラ

には、高度な通信システムや技術が結集することになる。そこに対する不正操作やウイルス感染

などの対策は、現状では不十分であり、セキュリティの脆弱性の克服が必要になる。

アは健康アドバイスのエキスパートシステム、イは在宅勤務支援システム、ウはカーナビゲー

ションシステム、エはスマートグリッドである。求める答えはエとなる。

問106 イ

システムインテグレータに関する問題である。

システムインテグレータは、個別のサブシステムを集めて1つにまとめ上げ、それぞれの機能

が正しく働くように完成させるシステムインテグレーションを行なう企業のことである。

アはアウトソーシング、イはシステムインテグレータ、ウはSaaS、エはＡＳＰである。求める

答えはイとなる。

問107 エ

ロングテールに関する問題である。

アのアフィリエイトは、Ｗｅｂサイトやメールマガジンなどが企業サイトへリンクを張り、閲

覧者がそのリンクを経由して当該企業のサイトで会員登録したり商品を購入したりすると、リン

ク元サイトの主催者に報酬が支払われるという広告手法である。

イのオプトインは、ユーザが明示的に広告メールの受け取りを承諾することを指す場合に用い

る。

ウのドロップシッピングは、インターネット上における商品の広告または販売の一形態で、商

品等をウェブサイトの閲覧者が購入した場合に商品の発送を販売したウェブサイトの提供者や広

告者ではなく製造元や卸元が直接行う取引方法の名称である。

エのロングテールは、インターネットを用いた物品販売の手法の1つであり、販売機会の少な
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い商品でもアイテム数を幅広く取り揃えることで、総体としての売上げを大きくするものである。

求める答えはエとなる。

問108 イ

ロングテールに関する問題である。

アのＣＭＳは、Ｗｅｂコンテンツを構成するテキストや画像、レイアウト情報などを一元的に

保存・管理し、サイトを構築したり編集したりするソフトウェアまたはシステムである。

イのロングテールは、インターネットを用いた物品販売の手法の１つであり、販売機会の少な

い商品でもアイテム数を幅広く取り揃えることで、総体としての売上げを大きくするものである。

ウのアフィリエイトは、Ｗｅｂサイトやメールマガジンなどが企業サイトへリンクを張り、閲

覧者がそのリンクを経由して当該企業のサイトで会員登録したり商品を購入したりすると、リン

ク元サイトの主催者に報酬が支払われるという広告手法である。

エのドロップシッピングは、インターネット上における商品の広告または販売の一形態で、商

品等をウェブサイトの閲覧者が購入した場合に商品の発送を販売したウェブサイトの提供者や広

告者ではなく製造元や卸元が直接行う取引方法の名称である。

アはＣＭＳ、イはロングテール、ウはアフィリエイト、エはドロップショッピングである。求

める答えはイとなる。

問109 ア

小売業に関する問題である。

アのチェーンストアは多数の店舗を直接的に経営管理する小売業または飲食業の経営形態であ

る。単一の資本をもとに、多数の店舗を配置し、本部の強力な計画と統制のもとに大量販売を志

向する。本部に仕入れ機能を集中させ、各店舗は販売に専念する。求める答はあとなる。

イのディスカウントストアは日用品・衣料品・食品・家電製品・玩具などをセルフサービスの

同じ会計で低価格・短時間の買い物ができるようにした小売業態である。

ウのドラッグストアは薬剤師が調剤を受け付ける傍ら、健康と美容に関する医薬品や日用品を

セルフサービスで短時間に買えるようにした小売業態である。

エのコンビニエンスストアは年中無休で長時間の営業を行い、小規模な店舗において主に食料

品、日用雑貨など多数の品種を扱う形態の小売店である。

問110 エ

フランチャイズチェーンに関する問題である。

チェーン小売業の組織形態には次のものがある。

① レギュラーチェーンは、単一の大資本が仕入れや広告を中央の管理のもとで展開し、多数の

店舗をもつ大規模小売商で、チェーンストアともいう。

② ボランタリチェーンは、多数の独立した小売店が独立性を持ったままで、共同仕入れ、共同

広告商品開発をする方式である。

③ フランチャイズチェーンは、本部の管理下で、小売店が加盟料、指導料、手数料を支払い、

本部の商号、商品、経営ノウハウなどを使用し、特定地域内の独占販売をする方式である。

アはレギュラチェーン、イはボランタリチェーン、ウはショッピングセンターまたはショッピ
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ングモール、エはフランチャイズチェーンである。求める答えはエとなる。

問111 エ

デビットカードに関する問題である。

デビットカード（英:Debit Card）は、店頭での支払い決済において、銀行などの民間金融機

関と郵便貯金の預貯金口座から引き落として支払う事が出来るカードのことである。

アはクレジットカード、イの残高管理のカードはハイウェイカード、ウはプリペイドカード、

エはデビットカードである。求める答えはエとなる。

問112 ウ

銀行ＰＯＳに関する問題である。

銀行ＰＯＳは金融機関のコンピュータと企業の端末を通信回線で結び、売上代金を顧客の預金

口座から企業の預金口座に付け替えることによって、自動的に回収するシステムである。小売業

等のＰＯＳシステムと銀行のコンピュータシステムを通信回線で結び、認証や決済をリアルタイ

ムに行うことができる。買い物客のキャッシュカードをレジスタに差し込み、客が自分の暗証番

号を打ち込むことにより本人確認を検証し即時に代金決済が成立する。

アの時間による変化を分析し、業務の効率化に役立てるは誤りである。

イのオンラインで売れ筋商品の分析を行うは誤りである。

ウのオンラインで販売代金の決済を行う内容は正しい記述である。求める答えはウとなる。

エのプリベートカードの考え方は誤りである。

問113 ウ

ＣＡＬＳに関する問題である。

アのＣＡＤは設計に必要な標準データや規格データをデータベースから参照したり、形状モデ

ルを作成したり、製図システムによって自動製図を行ったりすることにコンピュータを活用する

ことである。

イのＣＡＥは製品全体の形状や構成を決定し、製品の性能予測や強度解析、機構解析などの解

析やシミュレーションをコンピュータを利用して行うことである。

ウのＣＡＬＳは生産工程や流通コストの削減を目的とする電子商取引のスピード化である。Ｃ

ＡＤデータや開発・販売に関するあらゆる文書データを標準規格化し、インターネットを利用し

て取引情報や技術情報を調達側と供給側で共有することを目的としたシステムを形成し、総合的

な電子商取引を実現するものである。これによって、商取引や業務展開の高速化が可能になり、

コストの大幅削減につながることになる。求める答えはウとなる。

エのＣＡＭはＣＡＤシステムと連動して、ＮＣプログラミング、ロボットプログラミングを行

う。工具の自動選択、作業順序決定、切削条件の決定、工具経路の決定などがコンピュータを利

用して行われる。

問114 イ

ＦＡシステムの統合レベルの順位に関する問題である。

ＣＩＭの構成内容と構成図
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① ＭＩＳは、経営意志決定に必要な情報を提供し、その過程を支援する情報システムである。

② ＣＡＰは、計画立案過程を支援するコンピュータシステムである。

③ ＭＲＰは、生産に必要な各部品の所要量を在庫状況を調べながら部品展開という方法で産

出していく方法のこと。

④ ＣＡＤは、製品の設計を支援するシステムで、ワイヤフレームモデルやサーフェイスモデ

ルなどを用いて設計対象を表現し、能率よく設計を進めるシステムである。

⑤ ＣＡＥは、製品の設計・開発をはじめ、その機能や性能のテストおよび評価の過程を支援

するシステムである。

⑥ ＣＡＭは、製品の製造過程の支援に当たるシステムである。

⑦ ＦＭＳは、市場環境の多様化やニーズの変化に柔軟に対応していけるように、機械・設備

の機能を準備し、工程設計の方法や日程計画の立て方に工夫が施された生産システムである。

ＣＩＭは製造部門、設計部門、営業部門、経営部門などをコンピュータネットワークでつなぎ、

販売状況や在庫、設計製造工程などの生産に関する情報を一元的に管理して生産効率をあげるシ

ステムである。

ＦＡはコンピュータの支援を受けて、工場における研究開発から生産計画、設計、工程管理、

製造までを自動化、省力化することである。

ＦＭＳは、ロボットシステム、ＮＣ工作機械、自動制御システム、ＣＡＤ等を導入し、コンピ

ュータと結合した生産工程の自動化である。

ＦＡシステムの構成図から明らかのように、ＣＩＭ、ＦＡ、ＦＭＳの順になる。求める答えは

イとなる。

問115 ア

形状モデリングとＣＡＤの関係に関する問題である。

コンピュータで様々な形状を扱う技術が形状モデリングである。形状モデリングの手法には、

ワイヤフレームモデル、サーフェイスモデル、ソリッドモデルの３種類がある。

ワイヤフレームモデルは３次元グラフィックスのオブジェクトを線の集合として構築する方法

経営計画

生産計画 研究開発

製品設計

工程設計 日程計画

生産プロセス

ＭＩＳ

ＣＡＥＣＡＰ／ＭＲＰ

ＣＡＤ

ＣＡＰＣＡＰＰ

ＣＡＭ

ＦＭＳ

実体システム

管理システム

Ｃ
Ｉ
Ｍ

Ｆ
Ａ

Ｆ
Ｍ
Ｓ
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で、立体の点と線のデータで構成される。面の情報がないため高速で描画できるが、裏側が透け

て見えるため隠線処理が必要になる。

サーフェイスモデルは３次元のオブジェクトを面の集まりで構築する方法で、他の面によって

視点から隠された面を描画しないようにする隠面処理が必要になる。

ソリッドモデルは３次元のオブジェクトを中身のある立体を組み合わせて構築する方法で、境

界面の集合として立体を表現するＢ-repと円筒や立方体などの立体を組み合わせて表現するＣＳ

Ｇの手法がある。隠面処理は必要である。

アのＣＡＤは製品の詳細設計を行い、製品の各部分の詳細な形状や寸法、材質などを決定する。

設計に必要な標準データや規格データをデータベースから参照したり、形状モデルを作成したり、

製図システムによって自動製図を行うのにコンピュータを活用する。

イのＦＡは生産部門の自動化、機械化システムとして、ロボットシステム、ＮＣ工作機械、プ

ロセスコントロールなどの導入によりＦＭＳの実現と一貫生産ラインシステムを可能にすること

である。

ウのＦＭＳは市場環境の多様化やニーズの変化に柔軟に対応していけるように、機械・設備の

機能を準備し、工程設計の方法や日程計画の立て方に工夫を施された生産システムである。

エのＭＡＰは、工場全体の自動化実現のために、異機種ロボットなどを統一的に使用して、工

場全体を統合するためのプロトコルである。

ワイヤフレームモデル、サーフェイスモデルを用いて設計対象を表現し、能率よく設計するシ

ステムはＣＡＤであり、求める答えはアとなる。

問116 イ

ＭＲＰに関する問題である。

ＭＲＰはコンピュータを利用して生産に必要な部品の必要量を計算する計画で、生産に必要な

各部品の所要量と在庫状況を調べながら部品展開という方法で算出していく。製品の中に組み込

まれる部品の構成や、それぞれの部品ごとの使用量、製造リードタイム、発注リードタイムをも

とに、すべての製品の需要に対応した個々の部品の必要量、製造指示日、発注指示日を算出する。

多品種で、構成部品数が複雑な場合、高速で計算するコンピュータの利用価値が高い。

イの製造に必要な資材およびその必要量に関する情報が複雑で、発注量の算出を誤りやすく、

生産に支障を来している場合に、システムを導入すれば効果が期待できる。求める答えはイとな

る。

問117 ア

ＣＡＤに関する問題である。

アのＣＡＤは製品の詳細設計を行い、製品の各部分の詳細な形状や寸法、材質などを決定する。

設計に必要な標準データや規格データをデータベースから参照したり、形状モデルを作成したり、

製図システムによって自動製図を行うのにコンピュータを活用する。基本構成は、コンピュータ、

補助記憶装置、グラフィックディスプレイ、入力装置、プロッタなどからなる。

イのＣＡＥは試作モデルを作り、そのモデルを解析して性能を予測し、最適な製品設計を模索

する作業をコンピュータを利用して行うことである。

ウのＣＡＭは製造工程をコンピュータによって支援するシステムで、ＣＡＤシステムから送ら
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れてきた加工品の設計情報に基づいて工程設計を行う。

エのＣＡＴは製品の開発過程で、部品や製品の各種特性を確認するための試験にコンピュータ

を使用するシステムである。

コンピュータ、グラフィックディスプレイ、自動製図機などを利用して、設計と製図製作を自

動的に行うシステムはＣＡＤであり、求める答えはアとなる。

問118 ウ

ＣＡＤに関する問題である。

ＣＡＤは製品の詳細設計を行い、製品の各部分の詳細な形状や寸法、材質などを決定する。設

計に必要な標準データや規格データをデータベースから参照したり、形状モデルを作成したり、

製図システムによって自動製図を行うのにコンピュータを活用する。基本構成は、コンピュータ、

補助記憶装置、グラフィックディスプレイ、入力装置、プロッタなどからなる。

アはシミュレーション、イはＭＲＰ、ウはＣＡＤ、エはＣＡＭである。求める答えはウとなる。

問119 エ

ＭＲＰに関する問題である。

ＭＲＰはコンピュータを利用して生産に必要な部品の必要量を計算する計画法である。製品の

需要から逆算して、その製品の生産に必要な部品の発注量を計画する。製品の中に組み込まれる

部品の構成や、それぞれの部品ごとの使用量、製造リードタイム、発注リードタイムをもとに、

すべての製品の需要に対応した個々の部品の必要量、製造指示日、発注指示日を算出する。

アのＣＡＤは製品の詳細設計を行い、製品の各部分の詳細な形状や寸法、材質などを決定する。

設計に必要な標準データや規格データをデータベースから参照したり、形状モデルを作成したり、

製図システムによって自動製図を行うのにコンピュータを活用する。

イのＣＲＰは生産計画の策定プロセスの中で、生産設備の能力に合わせて生産計画を調整する

作業である。

ウのＪＩＴは必要なときに、必要なものを、必要なだけ作るという考え方である。

エのＭＲＰはコンピュータを利用して生産に必要な部品の必要量を、必要なタイミングに合わ

せて供給できるように計算する計画法である。求める答えはエとなる。

問120 イ

ＭＲＰに関する問題である。

出荷量はＡが３００個であり、在庫量が１００個あるため、Ａの生産量は２００個となる。

製品Ａ１個の中に含まれる部品ａは３個、ｂは２個であるから、製品Ａを２００個生産するの

に必要な部品ａ、ｂは次のようになる。

Ａ ２００個 部品ａの必要量６００個

部品ａの在庫量１００個

部品ａの生産量５００個 部品ｂの必要量５００個

部品ｂの在庫量３００個

部品ｂの生産量２００個(所要量)

部品ｂの必要量４００個
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部品ｂの在庫量０個(在庫量は引当済み)

部品ｂの生産量４００個

従って、部品ｂの正味所要量は２００＋４００＝６００(個)となる。求める答えはイとなる。

問121 エ

ＣＡＭに関する問題である。

ＣＡＭは製造工程をコンピュータによって支援するシステムで、ＣＡＤシステムから送られて

きた加工品の設計情報に基づいて工程設計を行う。各種データベースおよび対話方式で入力した

加工モデルデータを考慮してシミュレーションを行い、各工程におけるワークの取付具配置や工

具、加工条件、工具経路などを決定し、これを生産情報として加工・組立工程を自動制御する。

アのＣＡＭとＣＡＤのリングは、ＣＡＭではＣＡＤシステムの設計情報を利用するためリンク

する。リンクしないは誤りである。

イのＣＡＭは加工モデルのデータベースを利用するため、ＣＡＭにはデータベースは不可欠で

ある。

ウの自動製図システムとして実用化されたのはＣＡＤであり、ＣＡＭは製造工程をコンピュー

タによって支援するシステムである。

エのＣＡＰＰは決定した部品形状から、各部品および製品の加工手順の決定や加工機械の選択、

加工時間の算出などにコンピュータを利用することであり、ＣＡＴは製品の開発過程で、部品や

製品の各種特性を確認するための試験にコンピュータを使用するシステムで、共に広義にはＣＡ

Ｍに含まれるものである。従って、ＣＡＭシステムは、広義には、ＣＡＰＰやＣＡＴシステムを

含むものである。正しい記述である。求める答えはエとなる。

問122 ウ

ＭＡＰに関する問題である。

ＭＡＰはマニュファクチャリング・オートメーション・プロトコルの頭文字をとったもので、

工場の多品種少量生産に対応するために、産業用ロボットなどの導入による工場全体の自動化が

必要になる。そのためには、異機種のロボットなどを統一的に使用し、工場全体を統合する統一

的な接続プロトコルが必要である。ＭＡＰはこのために利用されるプロトコルである。求める答

えはウとなる。

問123 イ

ＦＡ化の効果を打ち消す要因に関する問題である。

ＦＡ化の期待効果

① 作業の自動化、標準化による生産性の向上

② 労働時間の短縮

③ 設計・製造に要する期間の短縮

④ 生産の最適化

⑤ 多品種少量生産への対応

ア、ウ、エはＦＡ化の期待効果である。設備投資効果が十分でないと製品価格の上昇を招く恐

れがある。打ち消す要因は設備投資による製品価格への影響であり、求める答えはイとなる。
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問124 ア

ＤＮＣに関する問題である。

アのＤＮＣはＣＡＤ／ＣＡＭシステムのコンピュータからＮＣ装置に直接に指令データを転送

してＮＣ工作機械を運転する方法で、多数のＮＣ工作機械の運転を管理、制御するためのシステ

ムである。求める答えはアとなる。

イのマシニング・センターはＮＣ工作機械に自動工具交換装置を取り付け、これに数種類の工

具をセットしておけば、１台の工作機械で連続自動的に、フライス作業、穴明け作業、中ぐり作

業、ねじ切り作業などの切削加工が可能となる仕組みである。

ウのＡＧＶは生産の自動化のために、工場内の部品や製品を移動させるための無軌道式搬送装

置である。

エのＣＡＭはＣＡＤシステムと連動して、ＮＣプログラミング、ロボットプログラミングを行

う。工具の自動選択、作業順序決定、切削条件決定、工具経路の決定などを行う。

問125 イ

コンカレントエンジニアに関する問題である。

コンカレントエンジニアリングは、製品の開発工程において、企画、設計、生産、販売などの

各工程を同時に並列に進行させ、開発期間の短縮、開発コストの削減を期待する技術である。

アはインダストリアルエンジニアリング、イはコンカレントエンジニアリング、ウはシーケン

スエンジニアリング、エはリバースエンジニアリングである。求める答えはエとなる。

問126 エ

セル生産方式に関する問題である。

セル生産方式は、1人、または少数の作業者チームで製品の組み立て工程を完成（または検査）

まで行う方式である。ライン生産方式と比較して、作業者一人が受け持つ範囲が広いのが特徴で

ある。部品の組み立てから完成検査までの全工程を１人または数人で作業する。求める答えはエ

となる。

問127 ウ

セル生産方式に関する問題である。

セル生産方式は、1人、または少数の作業者チームで製品の組み立て工程を完成（または検査）

まで行う方式である。ライン生産方式と比較して、作業者一人が受け持つ範囲が広いのが特徴で

ある。部品の組み立てから完成検査までの全工程を１人または数人で作業する。

多種類かつフレキシブルな生産が求められる。求める答えはウとなる。

ア、イ、エは少品種大量生産を特徴とする生産方式である。

問128 エ

ＩＣタグに関する問題である。

ＩＣタグは、小型の情報チップのひとつである。ＩＣタグリーダーから発射される電波によっ

て微量な電力が回路内に発生し、その電力で情報を処理し、リーダーに送信する。使用できる電

波出力の関係などから、ＩＣタグとＩＣタグリーダーを近づける必要はあるが、必ずしも接触す
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る必要はない。商品にＩＣタグをつけておくことで、生産者や流通経路を記録することもでき、

物流管理に使用する。梱包の外からも記録された情報を読むことができる。

アのＧＰＳを利用するシステムは、地球上の現在位置を調べるための衛星測位システムである。

イのタグとリーダ間の電波の送受信によって処理するため大量の情報を格納する記憶装置は不

要である。

ウのＩＣカードは、情報やデータの記録や演算をするためにＩＣチップを組み込んだカードの

ことである。

エの内容はＩＣタグの特徴である。求める答えはエとなる。

問129 イ

ＲＦＩＤに関する問題である。

ＲＦＩＤはＩＤ情報を埋め込んだＲＦタグから、電磁界や電波などを用いた近距離（周波数帯

によって数cm～数m）の無線通信によって情報をやりとりするものである。一般的には、ＩＣタ

グのことである。

ＩＣタグは小型の情報チップのひとつである。ＩＣタグリーダーから発射される電波によって

微量な電力が回路内に発生し、その電力で情報を処理し、リーダーに送信する。使用できる電波

出力の関係などから、ＩＣタグとＩＣタグリーダーを近づける必要はあるが、必ずしも接触する

必要はない。商品にＩＣタグをつけておくことで、生産者や流通経路を記録することもでき、物

流管理に使用する。梱包の外からも記録された情報を読むことができる。

アは電子マネー、イはＲＦＩＤ、ウはバーコード、エは生体認証である。求める答えはイとな

る。

問130 ア

ＲＦＩＤに関する問題である。

ＲＦＩＤはＩＤ情報を埋め込んだＲＦタグから、電磁界や電波などを用いた近距離（周波数帯

によって数cm～数m）の無線通信によって情報をやりとりするものである。一般的には、ＩＣタ

グのことである。

ＩＣタグは小型の情報チップのひとつである。ＩＣタグリーダーから発射される電波によって

微量な電力が回路内に発生し、その電力で情報を処理し、リーダーに送信する。使用できる電波

出力の関係などから、ＩＣタグとＩＣタグリーダーを近づける必要はあるが、必ずしも接触する

必要はない。商品にＩＣタグをつけておくことで、生産者や流通経路を記録することもでき、物

流管理に使用する。梱包の外からも記録された情報を読むことができる。

アのＩＣタグは、小型の情報チップで、ＩＣタグリーダーから発射される電波によって微量な

電力が回路内に発生し、その電力で情報を処理し、リーダーに送信する仕組みを用いる。求める

答えはアとなる。

イの磁気カードは、紙やプラスチックの名刺サイズのカードに磁気ストライブ層を付けた形態

である。磁気ストライブ層に様々な情報を書き込む。

ウのバーコードは、商品のパッケージなどに刷り込まれた棒状のコード記号で、スキャナーに

よって読み取る。

エのメモリカードは、ＩＣメモリを組み込んだカードで、デジタルカメラ、デジタルビデオ、
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ＰＤＡなどのデータの記録に利用されている。

問131 エ

ＲＦＩＤに関する問題である。

ＲＦＩＤは、人や物に関する情報をＩＣチップ内に記録し、それを無線で読み出す非接触の認

識技術である。無線ＩＣタグ、ＩＣタグ、ＩＣチップなどと呼ばれる。

アの印刷されたデジタルコードの読み取りは光を使用する。

イの音声データの通信は音波を使用する。

ウの近距離データ通信は赤外線を使用する。

エの人や物の識別、管理はＲＦＩＤを使用し、無線を用いる。求める答えはエとなる。

問132 ア

ダウンサイジングに関する問題である。

ダウンサイジングは汎用機を中心にしたシステムではなく、ワークステーションやパソコンな

どで分散処理を行い、情報処理のコストを削減しようとする動きである。

ダウンサイジングの効果・特徴・問題点

① ハードウェアやソフトウェアの価格が安く、開発費が安価になる。

② 開発期間の短縮化が可能である。

③ システム変更のコストも安い。

④ 設置スペースが削減できる。

⑤ システムの維持も容易で、人件費を含めて運用コストが安くなる。

⑥ ユーザに適した利用環境が提供できる。

⑦ 一時的に費用増になるケースが多い。

⑧ 大量データの一括処理やオンライントランザクション処理のように適さない業務もある。

⑨ セキュリティやデータのバックアップ、障害対応などに問題が生じる。

アの分散処理やクライアントサーバシステムへの移行はダウンサイジングである。求める答え

はアとなる。

イのハードウェアのダウンサイジングで、コスト削減や開発期間の短縮などの効果が出る。

ウのダウンサイジングによりシステムの最適化が実現しなければ、必ずしも運用経費の削減が

図れるとは言えない。

エのセキュリティは必ずしも十分ではない。

問133 ウ

ＳＯＨＯに関する問題である。

ＳＯＨＯは小規模な事務所・自宅兼事務所のことであり、次の意味に用いられる。

① 会社の業務を社外の小規模事務所や自宅で行う業務形態

② 小さな事務所を借りたり、自宅を事務所として使う小規模事業・ベンチャービジネス

ＳＯＨＯではＬＡＮやインターネットなどの情報技術を駆使して、社外との取引や情報収集を

行い、新しいビジネスモデルの構築を目指す。求める答えはウとなる。

アはダウンサイジング、イはシステムインテグレーション、ウがＳＯＨＯ、エはアウトソーシ
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ングである。

問134 エ

ＥＵＣに関する問題である。

ＥＵＣは、エンドユーザが表計算ソフトやデータベースソフトを利用して、業務を処理するこ

とである。

アは統合開発環境、イはフレームワークを利用したJava開発環境、ウはプロトタイピングを利

用したＲＡＤ、エはＥＵＣである。求める答えはエとなる。

問135 ア

ＥＵＣの特徴に関する問題である。

ＥＵＣは業務現場の担当者自身がコンピュータを使いこなしていこうという考え方である。情

報システム部門の主導で進められるコンピュータ化の対極になる。データベースの構築や市販の

アプリケーションのカスタマイズまで、現場のユーザ自身が手がけていく。

アはＥＵＣの特徴、イ、ウ、エは情報システム部門が主導で進めるコンピュータ化を示してい

る。求める答えはアである。

問136 イ

携帯電話端末のデザリングに関する説明である。

テザリングは、通信端末を内蔵したモバイルコンピューター（携帯電話回線に接続されたスマ

ートフォンなど）を外付けモデムのように用いて、他のコンピューター等をインターネットに接

続することである。スマートフォンなどの単体で通信可能な通信端末を、パソコンなどの他の機

器と接続して外付けのモデムのように扱い、それを経由してＷＷＡＮへ接続する。パソコンとス

マートフォンの間の接続は、ＵＳＢによる有線接続のほか、Bluetoothや無線ＬＡＮなどを使っ

て物理的なケーブル接続なしに行うこともできる。

携帯電話端末をモデムまたはアクセスポイントのように用いて、ＰＣ、ゲーム機などから、イ

ンターネットなどを利用したデータ通信をすることである。

アはＳＩＭフリー、イはテザリング、ウはローミングサービス、エはコンテンツフィルタリン

グサービスである。求める答えはイとなる。

問137 エ

ＢＹＯＤに関する問題である。

ＢＹＯＤは、企業などで従業員が私物の情報端末などを持ち込んで業務で利用することである。

私用で普段から使っているスマートフォンなどから企業の情報システムにアクセスし、必要な情

報を閲覧したり入力したりすることなどを意味する。求める答えはエとなる。

問138 ア

情報バリアフリーに関する問題である。

情報バリアフリーは、「情報弱者」といわれる高齢者や障害者にもコンピュータなどを活用し
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てもらい、就職の機会を保障しようというもので、都市部周辺に住むリタイアした高齢者や就職

の機会が少ない障害者向けに、使いやすい情報機器などを配備する。具体的には、キーボードが

使えない人にも対応可能なように、音声や手書き文字で入力できるコンピュータやタッチ・パネ

ル式で操作ができる情報通信端末をセンターに設置して、情報機器を使いこなせる職場環境を整

えることである。求める答えはアとなる。

問139 ウ

アウトソーシングに関する問題である。

アのダウンサイジングは、ワークステーションやパソコンなどで分散処理を行い、情報処理の

コストを削減しようとする動きである。

イのシステムインテグレーションは、情報システムの企画から構築、運用までに必要な業務を

一括して提供するサービスである。

ウのアウトソーシングは、ユーザ企業が情報システムの構築や運用を社内のシステム部門から

外部の専門業者に委託することである。求める答えはウとなる。

エのマルチベンダーは、複数の異なるメーカーやベンダーの製品が同時に用いられている状態

をいう。

問140 エ

組み込みシステムに関する問題である。

組み込みシステムは、ハードウェアでは、製造装置に組み込まれる産業用のパソコンや、自動

車に組み込まれるディスプレイ装置などがある。ソフトウェアでは、日本語入力システムなどが

該当する。

ア、イ、ウは組み込みシステムであり、列車の座席予約システムはトランザクション処理シス

テムであり、組み込みシステムではない。求める答えはエとなる。

問141 イ

ＡＰＩに関する問題である。

ＡＰＩはプログラムから利用できる関数の集まりで、ＯＳなどに用意されている。アプリケー

ションプログラムはＡＰＩを経由して、ＯＳなどのもっている機能を利用する。初期のパソコン

はアプリケーションがハードウェアの機能を操作していた。すべての機能をアプリケーション内

に持たせると開発効率が悪く、複数のアプリケーションが切り換えながら使用するときにはトラ

ブルの原因になる。そのために多くのアプリケーションが共通して利用する機能をＯＳが用意す

ることが一般的になった。

アのＩＮＴは、割込み処理の一般的な略称である。

イはオペレーティングシステムに用意されている機能をアプリケーションプログラムから呼び

出すためのインタフェースである。求める答えはイとなる。

ウのＩＮＦは、Windows で使用されているデバイスやコンポーネントの設定に使用される情報

ファイルである。

エのＧＵＩは、グラフィカルユーザインタフェースである。
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問142 イ

データウェアハウスに関する問題である。

データウェアハウスは、意志決定を支援するため、全社規模で発生する大量データを蓄積した

データベースである。特定の業務を対象として構築されたデータベースではなく、全社に関連す

るデータを統一的に管理する。

データマートは、データウェアハウスから利用者の目的に合わせて抽出し、利用者が扱いやす

いようにデータの要約化などの加工を施した小規模なデータベースである。

データマイニングは、データウェアハウスの膨大な量のデータを分析し、有用な規則性を見出

すことである。

データウェアハウスを利用してデータマイニングを効率的に行うには、データ抽出や分析パタ

ーンに応じたテンプレートを標準的に用意する改善策が必要になる。求める答えはイとなる。

問143 ア

ディジタルディバイトに関する問題である。

ディジタルディバイドは、パソコンやインターネットなどの情報技術を使いこなせる者と使い

こなせない者の間に生じる、待遇や貧富、機会の格差のことである。個人間の格差の他に、国家

間、地域間の格差を指す場合もある。若者や高学歴者、高所得者などが情報技術を活用してます

ます高収入や雇用を手にする一方、コンピュータを使いこなせない高齢者や貧困のため情報機器

を入手できない人々は、より一層困難な状況に追い込まれる。いわば、情報技術が社会的な格差

を拡大、固定化する現象がデジタルデバイドである。

ＰＣや通信などを利用する能力や機会の違いによって、経済的、社会的な格差が生じることで

ある。求める答えはアとなる。

問144 エ

ディジタルディバイトに関する問題である。

ディジタルディバイドは、パソコンやインターネットなどの情報技術を使いこなせる者と使い

こなせない者の間に生じる、待遇や貧富、機会の格差のことである。個人間の格差の他に、国家

間、地域間の格差を指す場合もある。若者や高学歴者、高所得者などが情報技術を活用してます

ます高収入や雇用を手にする一方、コンピュータを使いこなせない高齢者や貧困のため情報機器

を入手できない人々は、より一層困難な状況に追い込まれる。いわば、情報技術が社会的な格差

を拡大、固定化する現象がデジタルデバイドである。

ＰＣや通信などを利用する能力や機会の違い、情報リテラシの有無やＩＴの利用環境の相違な

どによって、経済的、社会的な格差が生じることである。求める答えはエとなる。

問145 ウ

データマイニングに関する問題である。

アのデータウェアハウスは意思決定を支援するため、全社規模で発生する大量のデータを蓄積

したデータベースである。全社に関連するデータを統一的に管理する。

イのデータディクショナリはデータの性質などの定義を保存する辞書で、構造化分析で、デー

タフローやファイルに対応して、そのデータの構造をより詳しく定義する。データの属性などデ
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ータに関する情報を登録して辞書を作成し管理する。

ウのデータマイニングはデータウェアハウスなどに蓄積されている膨大な量のデータを、統計

的、数学的手法で分析し、データの中に隠れている有用な規則性や因果関係を見出す技術である。

経営やマーケッティング分野で使用されている。

エのメタデータはデータ定義言語で定義されたデータの名前、データ構造、データの属性、デ

ータ抽出時の履歴などの情報である。

問146 イ

データマイニングに関する問題である。

データマイニングはデータウェアハウスなどに蓄積されている膨大な量のデータを分析し、デ

ータの中に隠れている有用な規則性を見出すことである。経営やマーケッティング分野で使用さ

れている。

データウェアハウスは意思決定を支援するため、全社規模で発生する大量のデータを蓄積した

データベースである。全社に関連するデータを統一的に管理する。

データマートはデータウェアハウスから利用者の目的に合わせて抽出し、利用者が扱いやすい

ようにデータの要約化などの加工を施したデータベースである。

アは多バージョンデータベースで、各データに対して、新しい書き込み、古い書き込みの値を

残しておき、複数の可能な値の中から適当なものを選んで読み出すことができるものである。

イの大量のデータを統計的、数学的手法で分析し、法則や因果関係を見つけ出すのがデータマ

イニングである。求める答はイとなる。

ウはデータウェアハウス、エはデータマートである。

問147 ウ

ディジタルディバイト解消に関する問題である。

ディジタルディバイドは、パソコンやインターネットなどの情報技術を使いこなせる者と使い

こなせない者の間に生じる、待遇や貧富、機会の格差のことである。個人間の格差の他に、国家

間、地域間の格差を指す場合もある。若者や高学歴者、高所得者などが情報技術を活用してます

ます高収入や雇用を手にする一方、コンピュータを使いこなせない高齢者や貧困のため情報機器

を入手できない人々は、より一層困難な状況に追い込まれる。いわば、情報技術が社会的な格差

を拡大、固定化する現象がデジタルディバイドである。

情報リテラシの習得機会を増やしたり、情報通信機器や情報サービスが一層利用しやすい環境

を整備したりすることはディジタルディバイトの解消の対策になる。求める答えはウとなる。

問148 ウ

企画提案書作成に関する問題である。

アは主観的でなく客観的に記述するのがよい。

イは可能な限り図解を併用すべきである。

ウの裏付けデータや事例を用いて、具体的に記述するのが適切である。求める答えはウとなる。

エは、箇条書き部分は“です”調では書かない。
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問149 ウ

技術文書を分かりやすくするための工夫に関する問題である。

文章を書くときの留意しておくべきものとして次のものがある。

① 受身形を避ける。 ② はっきり言い切る。

③ 修飾語の位置に気をつける。 ④ 焦点の言葉を目立たせる。

⑤ 上手な接続詞。 ⑥ 正確に言葉を選ぶ。

⑦ ビジュアル表現を利用する。 ⑧ 外来語の表記法等がある。

アのビジュアル表現は文章を分かりやすくし、全体イメージを与え印象を強めるために必要で

あるが、検討しながら作成するのではなく文章を書く前に準備しておくことが重要である。

イの個性的な表現は自己表現型の文章では一般的にはよいとされているが、情報伝達型の文章

では正しく理解されることが重要であり、読者にとって分かりやすい文章であることが欠かせな

い条件である。

ウの主語や述語、修飾語の順序に気をつけるは適切な記述である。求める答えはウとなる。

エの詳しく繰り返した説明ではなく正確なことばで、簡潔な文章、明快な文章ではっきり言い

切ることが重要である。

問150 ウ

チュートリアルの内容に関する問題である。

チュートリアルとは導入手引書で、新しいシステムやソフトウェアをはじめて使用するときに、

ハードウェアやソフトウェアの使い方を教える教材である。

アプリケーションソフトウェアにはヘルプファイルと同じような使い方で操作方法を説明する

チュートリアル機能を備えたものが多い。

アの内容は初心者がはじめて導入手引書を読む場合を考えると、専門用語を使用して専門的な

内容を説明することは適切でない。

イの知りたい内容を詳細に説明することは、導入手引書では必要ない。

ウの基本的な考え方と操作手順を例題を使って説明するという記述内容が適切である。求める

答えはウとなる。

エのマニュアルの使い方、ソフトウェアの概略と特徴などは、ヘルプで記載する内容であり、

チュートリアルの対象ではない。

問151 ア

業務改善の進め方に関する問題である。

その手順は、改善目標の確認→ⓐ問題の把握→ⓑ改善目標の設定→ⓒ改善案の策定→ⓓ改善案

の評価→実施と効果の確認の手順になる。従って、Ｃは改善案の策定となり、求める答えはアと

なる。

問152 イ

ＥＤＩに関する問題である。

ＥＤＩは、企業間の受発注や見積もりなど企業間の商取引をデジタル化し、ネットワークを通

じてやり取りする仕組みのことである。インターネットやマルチメディア技術の発達で、商品の



- 46 -

画像情報まで取引企業と交換が可能になっている。

アのＶＡＮは、回線提供業者から回線を借り高度な通信処理機能など付加価値をつけて販売す

るサービスである。

イのＥＤＩは、コンピュータネットワークを介して電子的に、受発注、輸送、決済などのビジ

ネス文書をやり取りすることである。求める答えはイとなる。

ウのＩＮＳは、ＮＴＴがサービスを開始したＩＳＤＮである。

エのＥＯＳは、端末からオンラインで発注すると、請求書の発行や出荷などをコンピュータの

管理によって行うシステムである。

問153 イ

データウェアハウスに関する問題である。

アのデータアドミニストレーションはデータを管理することである。

イのデータウェアハウスは意思決定を支援するため、全社規模で発生する大量のデータを蓄積

したデータベースである。全社に関連するデータを統一的に管理する。求める答えはイとなる。

ウのデータディクショナリはデータの性質などの定義を保存する辞書で、構造化分析で、デー

タフローやファイルに対応して、そのデータの構造をより詳しく定義する。データの属性などデ

ータに関する情報を登録して辞書を作成し管理する。

エのデータマッピングは、2つの異なるデータを関連づけることである。

問154 イ

エンタープライズアーキテクチャ(ＥＡ)に関する問題である。

ＥＡは、大企業や政府機関などの巨大な組織の業務手順や情報システムの標準化、組織の最適

化を進め、効率よい組織の運営を図るための方法論ある。組織を構成する「人的資源」「業務内

容」「組織」「社内で有する技術」などの要素を整理し、階層構造化することで、組織全体に対

する組織の一部分の構成要素の関係、組織の一部分同士の相互関係を明確し、その上で、業務プ

ロセスや取り扱うデータの標準化を行なう。ＥＡを導入する事で、巨大な組織内で複数の業務シ

ステムが別個に運用されていたものが標準化され、導入・運用コストの削減、重複した業務内容

の統合を通じて組織の運営コストの削減が可能となる。ＥＡは、ビジネスアーキテクチャ、テク

ノロジアーキテクチャ、アプリケーションアーキテクチャ、データアーキテクチャの４つの体系

で分析し、最適化を図る技法である。

アはデータアーキテクチャ、イはアプリケーションアーキテクチャ、ウはテクノロジアーキテ

クチャ、エはビジネスアーキテクチャである。求める答えはイとなる。

問155 ア

システム企画段階の業務プロセスを抜本的に再設計する際の留意点に関する問題である。

企画段階のアプローチ法にトップダウンアプローチとボトムアップアプローチがある。トップ

ダウンアプローチは、企業の目的、戦略という概念から入り、それを達成するための機能、活動、

手続といった細部の機能に展開していく手法であり、企業の目的、目標と現状のギャップを把握

し、解決策として新システム案を作成する。ボトムアップアプローチは、業務上の現在の問題を

中心にそれを解決していく手法で、問題点を把握して、その解決策として新システム案を作成す
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る。一般には、全体企画の段階はトップダウン方式を採用し、開発段階にはボトムアップ方式を

取り入れる方法が用いられる。

トップダウンアプローチでは、経営環境の把握、業務モデルの定義、情報システム体系の定義、

開発課題の分析、情報システム計画の立案、計画の評価・承認の手順で進められる。

この問題のように業務プロセスを抜本的に再設計する場合はトップダウンアプローチを採用す

る。

アの高い目標を設定し、最上位の業務機能と業務組織のモデルを検討する手法はトップダウン

アプローチであり、適切である。求める答えはアとなる。

イの現場レベルのニーズや課題への対応、ウの定型業務を対象とする対応、エの現行の業務に

関する組織や技術、業務プロセスを対象に再設計する対応はボトムアップアプローチである。

問156 ア

ＳＷＯＴ分析に関する問題である。

ＳＷＯＴ分析は、事業環境分析に用いられる手法であり、市場における自社の強み・弱み、環

境変化による機会、環境変化によって脅威となる要因を記述することで、自社の今後の方向性を

決める手法である。

機会と脅威は、外部環境――すなわち組織が目的を達成するうえで影響を受ける可能性のある

マクロ要因（政治・経済、社会情勢、技術進展、法的規制など）とミクロ要因（市場規模・成長

性、顧客の価値観、価格の傾向、競合他社、協力会社など）を列挙し、促進要因と阻害要因に分

けることで導き出す。

強みと弱みは、自社の有形・無形の経営資源――例えば商品力、コスト体質、販売力、技術力、

評判やブランド、財務、人材、意思決定力などを検討し、それらが競合他社より優れているか、

劣っているかで分類して導いていく。

アはＳＷＯＴ分析、イはファイブフォース分析、ウはマーケッティングミックス、エはポート

フォリオ分析である。求める答えはアとなる。

問157 エ

戦略的投資に関する問題である。

戦略的投資は、企業に既存の事業にない新しい改革をもたらす新規事業や新製品に向けて行わ

れる必要がある。従って、ＫＰＩとして、新規事業のＲＯＩや新製品の市場シェアが取り上げら

れる。

アの作業プロセスの改善、作業品質の向上は、ＫＰＩの納期の順守率、月次決算の所要日数に

関係し、業務効率化投資で、投資目的はａとなる。

イのシステム維持コストの削減、システム性能の向上は、ＫＰＩのシステム障害件数、検索の

応答時間に関係し、ＩＴ基盤投資であり、投資目的のｄとなる。

ウのナレッジの可視化、ナレッジの共有は、ＫＰＩの提案事例の登録件数、顧客への提案件数

と関係し、情報活用投資で、投資目的がｂとなる。

エのビジネスの創出、競争優位の確立は、ＫＰＩの新規事業のＲＯＩ、新製品の市場シェアに

関係し、戦略投資で、投資目的はｃとなる。求める答えはエとなる。
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問158 エ

データマイニングに関する問題である。

アのデータウェアハウスは、意思決定を支援するため、全社規模で発生する大量のデータを蓄

積したデータベースである。全社に関連するデータを統一的に管理する。

イのデータディクショナリは、データの性質などの定義を保存する辞書で、構造化分析で、デ

ータフローやファイルに対応して、そのデータの構造をより詳しく定義する。データの属性など

データに関する情報を登録して辞書を作成し管理する。

ウのデータフローダイヤグラムは、システム間のデータの流れを４つの記号を用いて示す図式

化方式のことである。システムの分析・設計時に使用される。

エのデータマイニングは、データウェアハウスなどに蓄積されている膨大な量のデータを、統

計的、数学的手法で分析し、データの中に隠れている有用な情報や規則性、因果関係を見出す技

術である。経営やマーケッティング分野で使用されている。求める答えはエとなる。

問159 イ

ソーシャルメディアに関する問題である。

ソーシャルメディアは、インターネット上で展開される情報メディアのあり方で、個人による

情報発信や個人間のコミュニケーション、人の結びつきを利用した情報流通などといった社会的

な要素を含んだメディアのことである。

アは企業の営業部門が、雑誌に商品記事を掲載するので、ソーシャルメディアではない。

イは企業の設けたインターネット上のページを利用して、使用者や一般の人が製品の使用状況

などの意見を述べる仕組みであり、ソーシャルメディアに相当する。求める答えはイとなる。

ウは企業がビジネス専門誌に経営戦略を掲載し、信頼度の向上を図る行為で、ソーシャルメデ

ィアではない。

エは企業の研究者が専門誌をネット通販で入手し、研究開発を推進する行為で、ソーシャルメ

ディアではない。

問160 イ

スマートメータに関する問題である。

スマートメータは、電気使用料の検針作業を人が行わず、通信機能を持った電気メーターが自

動的に電力事業者へ遠隔報告する仕組みである。料金確認目的のみならず、電力使用量を常に観

測する事で供給計画に役立てる。今後登場するさらに高機能なスマートメーターでは、事業所内

や家庭内のエアーコンディショナーや照明、温度計、セキュリティ機器などの制御まで行うこと

ができる。

アの自動検針は可能である。

イの停電時の補助電源としての機能はない。求める答えはイとなる。

ウの電力需要制御とピーク電力の制御は可能である。

エの電力需要の平準化は可能である。

問161 エ

ＩＴ投資の事前評価に関する問題である。
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事前評価は、企画プロセスで作成されるシステム化構想やシステム化計画に対して実施される

評価であり、経営戦略に対する合目的性、投資効果性、実現可能性、開発の合理性、運用の容易

性、技術的整合性などの項目の内容の妥当性が評価される。投資目的に基づいた効果目標を設定

し、実施可否判断に必要な情報を上位マネージメントに提供し事前評価を実施する。

アは、達成状況を評価し達成するための改善策検討であるから中間評価である。

イは、計画と実績の差異分析、原因分析し、効果目標の変更判断であるから中間評価である。

ウは、効果の実現時期と評価のためのデータ収集方法と時期の評価から事後評価である。

エは、目的に基づいた目標の設定、実施可否判断の情報提供から事前評価の説明である。求め

る答えはエとなる。

問162 ア

全体最適化に関する問題である。

システムや組織において、各部分機能の最適を図ることを部分最適、システム・組織の全体の

最適を図ることを全体最適という。企業及び企業グループで調達、生産、物流、販売など個々の

業務機能のみの生産性を上げる（部分最適）のではなく、業務機能全体の効率や生産性を最適化

する（全体最適）ことを考えてその企業や企業グループの収益を最大化することを目指す、など

というように使われる。

全体最適化計画の策定はシステム化構想の立案時に検討される。

アの全体業務と情報システムのあるべき姿の明確化はシステム化構想の立案段階に行われる内

容であり、業務モデルを定義することによって可能となる。求める答えはアとなる。

イのシステム化に要する期間、開発工数、開発費用の見積もりは、システム化計画の立案で行

われる。

ウの情報システムの構成要素の洗い出しは、システム化計画の立案で行われる。

エのユーザマニュアルや運用マニュアルの作成準備は運用プロセスで行われる。

問163 イ

要件定義の非機能要件に関する問題である。

業務要件を実現するために必要なシステムの機能要件以外の要件を非機能要件という。

非機能要件には、品質要件、技術要件、運用・操作要件、移行要件、付帯要件などが含まれる。

技術要件には、システムの実現方法、システム構成、システム開発方式、開発基準、標準、開

発環境などが含まれる。

機能要件は業務要件を実現するために必要なシステム要件であり、業務内容(手順、入出力情

報、組織、責任、権限など)、業務特性(ルール、制約など)、業務用語、外部環境と業務の関係

・授受する情報(インタフェース)などが含まれる。

ア、ウ、エは、機能要件であり、イは非機能要件である。求める答えはイとなる。

問164 イ

プロダクトライフサイクルに関する問題である。

プロダクトライフサイクルは、商品が市場に投入されてから、次第に売れなくなり姿を消すま

でのプロセスのことである。プロダクトライフサイクルの段階区分は、導入期、成長期、成熟（市
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場飽和）期、衰退期の4段階で表現される。

（1）導入期：市場に製品が投入された段階では、製品を認知してもらうために積極的にプロモ

ーションを行い、市場を拡大することが重要です。この段階では売上も小さく、研究開発費など

がかかるので利益も出ません。

（2）成長期：製品が受け入れられてくると競合製品も増加するため、差別化戦略が重要になり

ます。ブランド力を強化し、消費者ニーズに応じて商品を特徴づけ、チャネルも拡大し、自社の

製品を市場に浸透させていくことが重要になります。売上も利益も急拡大する時期にあたります。

（3）成熟期：市場の成長が鈍化し、売上、利益とも頭打ちになる時期が成熟期です。上位企業

にとってはシェア拡大が重要な課題で、下位企業にとっては生き残りをかけ、特定ターゲットを

ねらったニッチ戦略が重要となります。

（4）衰退期：値引き競争が頻繁に行われ、売上も利益も減少する時期です。生産性を維持しな

がら、既存の保守的な顧客を維持していくことが重要な課題となります。また、多くの企業にと

っては、撤退時期を判断することも重要になってきます。

アは成長期、イは成熟期、ウは衰退期、エが導入期である。求める答えはイとなる。

問165 エ

ＥＭＳに関する問題である。

ＥＭＳは、電子機器の受託生産を行うサービスのことである。製造業務に特化した下請けとは

異なり、ＥＭＳは契約を基に量産規模でのロット生産業務を担う点が特徴である。製造企業が個

別の製品ごとにラインを設置するのは効率が悪いため外部の専門業者に委託するようになり、そ

の結果として発達してきた業務形態である。独自に部材調達、設計、配送など製造業務以外の工

程にも入り込み、スケールメリットを活かす場合もある。 企業規模とは無関係に、自社では生

産設備を保有せず、製品の設計・開発や宣伝・販売といった自らの得意分野に経営資源を集中す

るビジネスモデルが広がりを見せている。この生産工程などを主体的に請け負う会社がＥＭＳを

行う企業である。

1980年代からアメリカのシリコンバレーでＩＢＭやＨＰを中心に発達した業態であり、1990年

代のＩＴ革命に伴うパソコン・通信機器の普及によって一気に加速し、より低賃金な地域に波及

を見せた。これによりＥＭＳとファブレス企業との強力な組み合わせが実現し、技術力の高い台

湾で開発・設計を行い、コスト競争力の高い中国で生産・組立を行うなど、国を跨いだ分業体制

に競争構造が急速に変化した。

アはコールセンター、イはファブレス、ウはベンダー、エはＥＭＳである。求める答えはエと

なる。

問166 イ

システム管理基準の情報戦略策定段階の成果物の問題である。

システム管理基準は、組織体が経営戦略に沿って情報システム戦略を立案し、その戦略に基づ

き情報システムの企画・開発・運用・保守のライフサイクルの中で、効果的な情報システム投資

のための、またはリスクを低減するためのコントロールを適切に整備・運用するための実践規範

である。情報システム全体の最適化目標を経営戦略に基づいて作成し、組織全体の情報システム

のあるべき姿を明確にする。システム化によって生じる組織及び業務の変更の方針や情報セキュ
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リティ基本方針を明確にする。ライフサイクルで実施される業務区分と成果物の関係は次のよう

になる。

① 情報戦略策定段階では、全体最適化計画が策定される。

② 企画業務段階では、全体最適化計画との整合性を考慮して開発計画が作成される。

③ 開発業務段階では、開発の規模、システム特性を考慮して、開発方法に基づく開発手順を

作成する。

④ 運用業務段階では、運用設計に基づいて、運用管理ルール、運用手順を作成する。

⑤ 保守業務段階では、保守の規模、期間、システムの特性を考慮して、保守ルール及び保守

手順を作成する。

アの開発計画は企画業務、イの全体最適化計画は情報戦略策定、ウの運用手順は運用業務、エ

の開発手順は開発業務の各段階の成果物である。求める答えはイとなる。

問167 ウ

業務プロセスの可視化手法に関する問題である。

ＵＭＬはオブジェクト指向モデルを作成するためのモデリング言語である。ＵＭＬを使用する

ことによって、ビジネスのモデル化、開発局面でのソフトウェアのモデル化、更に、静的構造の

モデル化、動的振舞いのモデル化など、システム全般のモデル化を可能にするツールである。問

題解決を行ったり、システム化を行う場合、対象の業務を整理し理解する必要が生じる。このよ

うな場合に、業務全体やシステム全体をビジュアルに分かりやすく表現するのがモデリングであ

る。個々の機能に着目するのではなく、問題の本質部分を中心に的確に表現することによって問

題点が明確になり、対策の検討が容易になる。 システムをモデル化する場合のシステムの見方

の側面を表すビュー、ビューの内容を表現する図であるダイヤグラム、ダイヤグラムで使用する

モデル要素およびモデル要素の使用法で構成される。

アはＥ-Ｒダイヤグラム、イはＤＦＤ、ウはＵＭＬ、エは流れ図である。求める答えはウとな

る。

問168 エ

ＩoＴに関する問題である。

ＩoＴは、あらゆる物がインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービ

ス、ビジネスモデル、またはそれを可能とする要素技術の総称で、様々な物がインターネットに

接続され情報交換することにより相互に制御する仕組みである。

家・建物との組み合わせでは、電子錠、セキュリティカメラ、オーディオ・ビジュアル機器、

照明、カーテン、シャッター、エアコン、床暖房など家庭内の電化製品をインターネットに接続

し制御することで、日々の気候や大気の状況が観測され、健康に支障のあるような天候になった

際は、窓の開閉や換気をおこなったり、屋内であればエアコンと連動して最適な温度にすること

ができる。学校では、校内アナウンスで注意を喚起し、施設内に安全に誘導することもできる。

車・自動運転技術との組み合わせでは、車内センサーやデバイスをインターネットに接続し、

得られたデータを利用しパーソナルな運転を適正化することができる。得られた情報を統合デー

タベースとして活用すれば、天候、渋滞の情報を元に様々な情報サービスや、データ分析し新た
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なサービス提供も可能となる。また、マシンログが自動的に蓄積、解析され、故障する前に修理

を呼ぶ事もできる。

健康・医療の技術との組み合わせでは、インターネットに接続された様々なウェアラブル製品

を身につけることで、そこから得られるデータを専門家が解析・フィードバックすることにより、

家族の運動や健康状態が計測、病気を未然に発見・予防することが可能になる。

産業においてもこれらの IoT によるメリットを享受することができ、データインプットなど

様々なプロセスが効率化されることで、新しい製品やサービスを提供できるようになり、より創

造的で新しい仕組みを作ることに人のリソースを割くことができるようになり、クラウドとモノ

をインターネットに繋ぐことで、新たな製品の開発・利用方法が生まれ、新たな収益機会を生み

出すことができる可能性もある。

エのコンピュータなどの情報通信機器だけでなく様々なものに通信機能をもたせ、インターネ

ットに接続することによって自動認識や遠隔計測を可能にし、大量のデータを収集・分析して高

度な判断サービスや自動制御を実現することである。求める答えはエとなる。

問169 エ

グリーン調達に関する問題である。

グリーン調達は、国や地方自治体、企業などが、製品の原材料・部品や資材、サービスなどを

サプライヤーから調達する際に、環境負荷の小さいものを優先的に選ぶ取り組みのことである。

グリーン調達を進めることは、供給側に環境負荷の小さい製品の開発を促すことにつながる。

品質や価格の要件を満たすだけでなく、環境負荷の小さい製品やサービスを、環境負荷の低減

に努める事業者から優先的に購入することである。求める答えはエとなる。

アは環境再生保全基金調達、イはリサイクル製品認定制度、ウはグリーン電力証書、エはグリ

ーン調達である。求める答えはエとなる。

問170 イ

ＳＷＯＴ分析に関する問題である。

ＳＷＯＴ分析は、事業環境分析に用いられる手法であり、市場における自社の強み・弱み、環

境変化による機会、環境変化によって脅威となる要因を記述することで、自社の今後の方向性を

決める手法である。

アはバランススコアカード、イはＳＷＯＴ分析、ウはアドバンテージ・マトリックス、エはプ

ロダクトライフサイクルである。求める答えはイとなる。

問171 イ

ロングテールに関する問題である。

ロングテールは、インターネットを用いた物品販売の手法の１つであり、販売機会の少ない商

品でもアイテム数を幅広く取り揃えることで、総体としての売上げを大きくすることができ、機

会損失のリスクを減らす効果がある。

アはパレートの法則、イはロングテール、ウは範囲の経済、エはネットワークの効果である。

求める答えはイとなる。
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問172 ア

プロジェクト組織に関する問題である。

プロジェクト組織は、プロジェクトの遂行を目的とする一時的な組織である。組織のメンバー

はプロジェクトに専任の場合もあれば、日常業務との兼任になる場合もある。特定の課題のため

に各部門から専門家を集めて編成し、期間と目標を定めて活動する一時的な組織である。

アはプロジェクト組織、イは職能別組織、ウは事業別組織、エはカンパニー制組織である。求

める答えはアとなる。

問173 エ

投資額、回収期間、年間利益に関係する問題である。

利率を考慮せず、年間利益を全額、投資の回収に割り当てる場合、投資額Ｈ、回収期間Ｔ、年

間利益Ｍとすると、次の関係が成り立つ。

Ｈ＝Ｍ×Ｔ Ｍ＝Ｈ／Ｔ

ａの年間利益

Ｍ＝９０／３＝３０

ｂの年間利益

Ｍ＝３００／５＝６０

ｂの年間利益は６０万円、ａの年間利益は３０万円となり、ｂはａの２倍の利益を上げる必要

がある。求める答えはエとなる。

問174 ウ

調達プロセスに関する問題である。

調達プロセスは、提案評価方法の決定、提案依頼書の発行、提案評価、調達先の選定、調達の

実施の順序で進める。

ＲＦＩ(情報提供依頼書)は、企業が調達や業務委託を行う際、自社の要求を取りまとめるため

の基礎資料として、外部業者に情報の提供を要請することである。あるいはその要請をまとめた

文書をいう。ＲＦＩは提案評価方法の決定の段階で行い、ＲＦＰ作成の準備作業して行われる。

ＲＦＰ(提案依頼書)は、情報システムの導入や業務委託を行うにあたり、発注先候補の業者に

具体的な提案を依頼する文書のことである。必要なシステムの概要や構成要件、調達条件が記述

されている。ＲＦＰ依頼書の発行後、業者はＲＦＰに基づいて提案書を作成し提出する。

発注元は業者の提案書を評価し、契約する業者を選定し、ハードウェアやソフトウェア、サー

ビスなどを調達する。発注元がベンダーの提案を評価し、公正な手続で進めるための準備作業の

内容が問題になっている。公正に評価するためには、提案の評価基準や要求事項の適合度への重

み付けをルールを設けるなどの選定の手順を確立する必要がある。求める答えはウとなる。

ア、イの処理は公正な選定手順として問題があり適切でない。エは契約されないベンダに対し

て無駄な作業を依頼することになり好ましくない。

問175 エ

マーケティング戦略における４Ｐと４Ｃの対応付けに関する問題である。

４Ｐと４Ｃを個々に対応づけると、次のようになる。
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製品(Product)は顧客にとっての価値が対応し、消費者のニーズとウォンツを解明し、適切な

製品系列の組合せを実現する。

価格(Price)は顧客が負担する費用が関係し、購入コスト、時間コスト、節約できる金額や時

間、避けられるリスクなどを考慮し、需給・コスト・製品特性・ブランドイメージなどに基づく

価格体系などが検討対象になる。

場所(Place)は顧客にとっての利便性が対応し、顧客が可能な限り早く、手間をかけずに製品

情報や製品を入手できる方法、販売経路の選択と確保、陳列場所と流通経路などが重要となる。

販売促進(Promotion)は顧客とのコミュニケーションが対応し、双方向のコミュニケーション

を生み出す手段、人的販売促進や広告宣伝活動の実施が問題になる。

マーケティングミックスは、マーケティング戦略において、望ましい反応を市場から引き出す

ために、４Ｐ理論と４Ｃ理論に基づく各種ツールを適切に組み合わせることである。

製品は顧客にとっての価値、価格は顧客の負担、場所は顧客の利便性、販売促進は顧客との対

話がそれぞれ対応づけられる。製品に対応するのは顧客の価値で、求める答えはエとなる。

問176 ウ

ＭＲＰに関する問題である。

部品Ｃは、製品Ａの部品として１個、部品Ｂの部品として２個必要であるから、１個の製品Ａ

の部品として必要な部品Ｃの個数は３個になる。

製品Ａを１０個生産する場合の部品Ｃの必要数は ３×１０＝３０

在庫量が５個あるから、手配数量は３０－５＝２５(個)

求める答えはウとなる。

問177 エ

ＣＧＭに関する問題である。

ＣＧＭは、インターネットなどを活用して消費者が内容を生成していくメディアで、個人の情

報発信をデータベース化、メディア化したＷｅｂサイトのことである。商品・サービスに関する

情報を交換するものから、単に日常の出来事をつづったものまでさまざまなものがあり、クチコ

ミサイト、Ｑ＆Ａコミュニティ、ソーシャルネットワーキングサービス、人と人とのつながりを

促進・支援するコミュニティ型のＷｅｂサイトおよびネットサービスなどがある。友人・知人間

のコミュニケーションを円滑にする手段や場を提供したり、趣味や嗜..（ＳＮＳ）、ブログ、Ｃ

ＯＩ（Community Of Interest）サイトなどがこれにあたる。

アは個人投資家向けサイト、イは商品紹介サイト、ウは行政機関のサイト、エはＣＧＭである。

求める答えはエとなる。

問178 イ

マトリックス組織に関する問題である。

マトリックス組織はプロジェクトと各職能部門を交流させ、変化の大きい経営環境に柔軟に対

応していこうとする組織形態である。権限と責任が二重化されてしまい、命令一元化の原則が崩

れてしまうため、メンバの柔軟な姿勢と責任感がより重要である。職能別・製品別・事業部制組

織のそれぞれの長所を取り入れた組織であり、日常定例的な業務活動と新規課題の解決を同時に
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遂行しようとする組織形態でもある。

アは事業部制組織、イはマトリックス組織、ウは職能別組織、エはプロジェクト組織である。

求める答えはイとなる。

問179 ウ

アウトソーシング時の保守品質、運用品質の低下リスクに関する問題である。

アの委託先選定時の契約書に自社の人材強化計画を提案しても委託先の品質低下リスク対応に

はならない。

イのサービス費用の妥当性検証のために、料金体系を契約書に明文化しても委託先の品質低下

リスク対応にはならない。

ウの目標品質レベルを委託先と取り決め、サービス品質の改善活動を進めると品質低下リスク

対応になる。求める答えはウとなる。

エのサービス費用の査定能力をもつ人材を自社に確保しても委託先の品質低下リスク対応には

ならない。

問180 イ

ホスティングサービスに関する問題である。

ホスティングサービスは、自社施設に設置しインターネットに接続された情報発信用のコンピ

ュータ(サーバ)の機能を、遠隔から顧客に利用させるサービスである。顧客が自前の設備などを

持たずにインターネット上で情報やサービスの配信サービスを受けられる。

通信事業者やインターネットサービスプロバイダ、ホスティングサービス専業の事業者などが

行っているサービスで、高速な回線などを備えた施設にサーバコンピュータを設置し、コンピュ

ータを操作する権利を月額制などで顧客に貸し出す。１台のコンピュータを複数の顧客で共有し、

予め決められたソフトウェアなどを利用する方式が一般的である。１台専有して管理者権限で自

由に操作できるようなサービスも提供している。

アのサーバの稼働監視やインシデント対応はサービス提供者が行う。

イの事業者が用意したサーバの利用権を利用者に貸し出すは適切な内容である。求める答えは

イとなる。

ウの利用者が専有するような使い方にも対応している。

エの利用者が独自のサーバを持ち込むことはできない。

問181 イ

要件定義の非機能要件に関する問題である。

業務要件を実現するために必要なシステムの機能要件以外の要件を非機能要件という。

非機能要件には、品質要件、技術要件、運用・操作要件、移行要件、付帯要件などが含まれる。

技術要件には、システムの実現方法、システム構成、システム開発方式、開発基準、標準、開

発環境などが含まれる。

機能要件は業務要件を実現するために必要なシステム要件であり、業務内容(手順、入出力情

報、組織、責任、権限など)、業務特性(ルール、制約など)、業務用語、外部環境と業務の関係

・授受する情報(インタフェース)などが含まれる。
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ア、ウ、エの内容は機能要件であり、イの内容の開発基準、標準は非機能要件である。求める

答えはイとなる。

問182 イ

要件定義プロセスに関する問題である。

要件定義プロセスの目的は、新たに構築する業務、システムの仕様を明確化し、それをベース

にＩＴ化範囲とその機能を明示することである。活動内容として、利害関係者の識別、利害関係

者のニーズ、要件の識別、要件の評価、要件の合意などがある。

アは企画プロセス、イは要件定義プロセス、ウ、エはシステム開発プロセスである。求める答

えはイとなる。

問183 ウ

ニッチ戦略に関する問題である。

ニッチ戦略とは、差別化戦略をより先鋭化させ、専門家やマニア向けなど、非常に限定された

市場ドメインに特化し、その市場ドメインでのシェアや収益性の維持を目指す戦略である。ファ

ーストフードでいう高級ファーストフードチェーン（フレッシュネスバーガーやクアアイナなど）

や、自動車産業でいうフェラーリ、ロールスロイスなどが典型例である。他社が参入しにくい特

定の市場に対して専門化し、高利益率を得る。

アはチャレンジャー戦略、イはフォロワー戦略、ウはニッチ戦略、エはリーダー戦略である。

求める答えはウとなる。

問184 イ

アンゾフの成長マトリックスに関する問題である。

成長マトリックスは、縦軸に「市場」、横軸に「製品」を取り、それぞれ「既存」「新規」の

２区分を設け、４象限(市場浸透，新製品開発，新市場開拓，多角化)のマトリクスとしたもので

ある。経営戦略としてどんな商品を投入していけば、事業が成長、発展できるかを検討するのに

有効なフレームワークとなっている。

（１）既存製品×既存市場＝市場浸透戦略

市場浸透戦略は、既存市場で既存商品の市場シェアを伸ばす考え方である。現在の市場で、

現在取り扱っている製品の販売を伸ばす成長戦略で、既存顧客に広告や値引きなどを通じて、

既存商品をより多く買ってもらえるようにする方法である。

（２）新製品×既存市場＝製品開発戦略

製品開発戦略は、既存市場で新しい商品を開発して販売する考え方である。既存の顧客層

に向けて、新製品を開発して販売する戦略で、製品のモデルチェンジやバージョンアップな

どが該当する。

（３）既存製品×新市場＝市場開発戦略

市場開発戦略は、既存商品を新しい市場で販売する考え方である。新しく顧客を開発して、

既存製品の販売を伸ばす戦略で、国内向け商品を海外にも販売するという方法などがある。

（４）新製品×新市場＝多角化戦略

多角化戦略は、新市場に向けて新しい商品で勝負する考え方である。新しい製品分野・市
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場分野に乗り出し、新しい事業を展開する戦略である。航空会社が音楽流通ビジネスを展開

するような方法である。

既存市場に対して既存製品で事業を拡大する場合の戦略であるから、市場浸透戦略である。求

める答えはイとなる。

問185 イ

ＭＲＰに関する問題である。

ＭＲＰはコンピュータを利用して生産に必要な部品の必要量を計算する計画法である。製品の

需要から逆算して、その製品の生産に必要な部品の発注量を計画し、製品の中に組み込まれる部

品の構成や、それぞれの部品ごとの使用量、製造リードタイム、発注リードタイムをもとに、す

べての製品の需要に対応した個々の部品の必要量、製造指示日、発注指示日を算出する。 ＭＲ

Ｐの計算要領は次の①～③の手順に従ってを行う。

① 今後の一定期間に生産が予定されている製品の種類と数量及び部品構成表を基にして，そ

の構成部品についての必要量を計算する。

② 引当可能な在庫量から各構成部品の正味発注量を計算する。正味所要量計算に在庫状況を

利用し、正味発注量の計算に発注方針を利用する。

③ 製造／調達リードタイムを考慮して構成部品の発注時期を決定する。基準日程を利用する。

アの基準日程は手配計画で利用する。

イの在庫状況は正味所要量計算に利用する。求める答えはイとなる。

ウの発注方針は発注量計算で利用する。

エの部品構成表は総所要量計算で利用する。

問186 ウ

バランススコアーカードに関する問題である。

バランススコアーカードは、ビジネスプロセスリエンジニアリングの活動で用いられる分析手

法である。戦略・ビジョンを４つの視点で分類し、財務の視点、顧客の視点、業務プロセスの視

点、学習と成長の視点ごとに目標、業績評価指標、ターゲット、具体的プログラムを設定する。

財務の視点：株主や従業員などの利害関係者の期待にこたえるため、企業業績として財務的に

成功するためにどのように行動すべきかの指標を設定する。

顧客の視点：企業のビジョンを達成するために、顧客に対してどのように行動すべきかの指標

を設定する。

業務プロセスの視点：財務的目標の達成や顧客満足度を向上させるために、優れた業務プロセ

スを構築するための指標を設定する。

学習と成長の視点：企業のビジョンを達成するために組織や個人として、どのように変化（改

善）し能力向上を図るかの指標を設定する。

アは財務の視点、イは顧客の視点、ウは学習と成長の視点、エは業務プロセスの視点である。

求める答えはウとなる。

問187 ウ

かんばん方式に関する問題である。
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かんばんは、生産工程の各工程間でやり取りされる伝票で、後工程から前工程に対して引き取

りや運搬の時期、量、方法、順序などを指示したり、前工程へ仕掛け（生産着手）を指示するも

のである。ポイントは後工程（部品を使用する側）が「何を、いつ、どれだけ、どんな方法で欲

しいか（使ったのか）」の情報を出し、それに応じて前工程（部品を供給する側）が生産を行う

ことである。生産量や生産開始時期は、使用量や使用時期に応じて自律的に調整される仕組みに

なっている。これが前工程、前々工程……と連鎖的に動作することを想定すると、ＳＣＭの考え

方につながる。

ウの中間在庫を減らすために、生産ラインにおいて、後工程が自工程の生産に合わせて、必要

な部品を前工程から調達する内容は適切である。求める答えはウとなる。

問188 エ

アフィリエイトプログラムに関する問題である。

アフィリエイト広告は、広告をクリックして広告主のサイトに訪れた人が、サイト内で商品購

入や資料請求などのアクションを起こした時点で広告費用が発生する。その為、どのアフィリエ

イトサイトから、何件の成果が発生したのかを正確にトラッキングし、成果報酬額を集計するシ

ステムが必要になる。このシステムを一括して担うのが、アフィリエイトプログラムである。

アフィリエイトプログラムを導入するためには、仲介を行うアフィリエイト・サービス・プロ

バイダに申し込み、掲載したい広告のコードを自分のサイトやブログなどに埋め込む。無料で簡

単に導入することができる。スポンサーにとっても、自社の製品やサービスに関連の深いサイト

やブログに広告を出稿できる可能性が高いので、潜在的な顧客の掘り起こしにつながるなどの利

点があり、成功報酬の形で料金が発生するため費用対効果も高いことから、インターネットなら

ではの有効なマーケティング手法として活用されている。

業務手順は次のように行われる。

① アフィリエイトプログラムに同意し参加する。

② Ｗｅｂサイト上の掲載広告をクリックする。

③ リンク先へ移動する。

④ 希望する商品を購入する。

⑤ 商品の売上に応じた成功報酬を支払う。

⑤に当てはまるものは、商品の売上に応じた成功報酬を支払うであり、求める答えはエとなる。

問189 エ

ＳＯＡに関する問題である。

サービス指向アーキテクチャ(ＳＯＡ)は、大規模なコンピュータ・システムを構築する際の概

念あるいは手法の一つである。業務上の一処理に相当するソフトウェアの機能をサービスと見立

て、そのサービスをネットワーク上で連携させてシステムの全体を構築していくことを指す。業

務処理の変化をシステムの変更に素早く反映させたいという需要に応えうるものとして、注目を

集めている。

アはＢＰＲ、イはＥＲＰ、ウはＳＬＡ、エはＳＯＡである。求める答えはエとなる。
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問190 エ

ビッグデータの活用に関する問題である。

ビッグデータは、データ規模の量的側面と構成されるデータの内容やデータの利用され方など

の質的側面においも、従来のシステムとは異なるものである。量的側面では、典型的なデータベ

ースソフトウェアが把握し、蓄積し、運用し、分析できる能力を超えたサイズのデータを指すと

定義している。質的側面では、データの出所が多様である特徴が挙げられる。活用が進んでいる

ウェブサービス分野では、オンラインショッピングサイトやブログサイトにおいて蓄積される購

入履歴やエントリー履歴、ウェブ上の配信サイトで提供される音楽や動画等のマルチメディアデ

ータ、ソーシャルメディアにおいて参加者が書き込むプロフィールやコメント等のソーシャルメ

ディアデータがあり、今後活用が期待される分野では、ＧＰＳ、ＩＣカードやＲＦＩＤにおいて

検知される、位置、乗車履歴、温度等のセンサーデータ、ＣＲＭシステムにおいて管理されるダ

イレクトメールのデータや会員カードデータ等カスタマーデータといった様々な分野のデータが

想定されている。

アの登録済みの顧客情報、イの財務諸表の情報、ウの人事情報などの従来のデータベースの範

疇で扱っている単一データはビックデータの対象とはならない。

エの多種多様なソーシャルメディアの大量な書き込みデータはビッグデータであり、ビッグデ

ータを分析して、商品の改善などに利用する。求める答えはエとなる。

問191 ア

ＢＩに関する問題である。

ＢＩは、企業の情報システムなどで蓄積される膨大な業務データを、利用者が自らの必要に応

じて分析・加工し、業務や経営の意思決定に活用する手法や技術である。そのためのソフトウェ

アや情報システムをＢＩツールあるいはＢＩシステムという。

ＢＩツールはオフィスソフトのようにコンピュータの専門家ではない一般の利用者が使用する

ことを想定したシステムで、データベースシステムと連携して必要なデータを検索・収集したり、

多次元分析など多様な視点から解析・分析したり、データや分析結果をレポートやグラフにまと

め分かりやすく可視化する機能を提供する。

アはＢＩ、イはＢＰＲ、ウはＢＰＭ、エはＥＡＩである。求める答えはエとなる。

問192 ウ

ＳＷＯＴ分析に関する問題である。

ＳＷＯＴ分析は、事業環境分析に用いられる手法であり、市場における自社の強み・弱み、環

境変化による機会、環境変化によって脅威となる要因を記述することで、自社の今後の方向性を

決める手法である。

機会と脅威は、外部環境――すなわち組織が目的を達成するうえで影響を受ける可能性のあ

るマクロ要因（政治・経済、社会情勢、技術進展、法的規制など）とミクロ要因（市場規模・成

長性、顧客の価値観、価格の傾向、競合他社、協力会社など）を列挙し、促進要因と阻害要因に

分けることで導き出す。機会は促進要因であり、脅威は阻害要因になる。

強みと弱みは、自社の有形・無形の経営資源――例えば商品力、コスト体質、販売力、技術力、

評判やブランド、財務、人材、意思決定力などを検討し、それらが競合他社より優れているか、
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劣っているかで分類して導いていく。

アは強み、イは機会、ウは脅威、エは弱みである。求める答えはウとなる。

問193 エ

コトラーの競争戦略におけるリーダ戦略に関する問題である。

アのチャレンジ戦略は、上位企業の市場シェアを奪うことを目標に、製品、サービス、販売促

進、流通チャネルなどのあらゆる面で差別化戦略をとる。

イのニッチ戦略は、大手企業が乗り出してない分野や、誰も注目していないような分野をねら

って進出し、特定の製品やサービスに経営資源を集中することで、収益を高め、独自の地位を確

保する戦略である。求める答えはイとなる。

ウのフォロア戦略は、リーダやチャレンジャーの戦略を模倣して、市場での地位を維持してい

く戦略である。リーダ企業が開拓した市場に、リーダの模倣によって参入し、ある一定のシェア

を確保する戦略である。

エのリーダシップ戦略は、幅広い顧客層に対して幅広い製品・サービスを提供して、全市場を

カバーし、非価格戦略で需要を拡大し、最大の市場シェアを確保する全方位戦略である。

アは差別化戦略、イはニッチ戦略、ウはフォロア戦略、エはリーダ戦略である。求める答えは

エとなる。

問194 イ

工場の機器メンテナンス業務に関する問題である。

アの異常判定ツールはデータの解析を行う機器である。

イの機器の温度センサはデータの収集を行う機器である。求める答えはイとなる。

ウの構造内無線通信はデータの伝送を行う仕組みである。

エの作業指示用ディスプレイはデータの活用を行う機器である。

問195 エ

ＨＥＭＳに関する問題である。

ＨＥＭＳは、家庭で使うエネルギーを節約するための管理システムで、家電や電気設備とつな

いで、電気やガスなどの使用量をモニター画面などで「見える化」したり、家電機器を「自動制

御」したする。政府は2030年までに全ての住まいにＨＥＭＳを設置することを目指している。

アはパワーコンディショナー、イは家電リサイクル、ウはエコキュート、エはＨＥＭＳである。

求める答えはエとなる。

問196 イ

コア技術に関する問題である。

コア技術は、顧客に対して価値提供する企業内部の一連のスキルや技術の中で、他社がまねで

きない、その企業ならではの力のことである。競合他社に対しては、経営戦略上の根源的競争力

につながるものであり、他社との提携などの際に相手に与える影響力や業界イニシアティブの強

弱のキーともなる。企業の競争力、創造力の源泉となる中核的な能力のことであり、企業独自の

ノウハウや技術などである。競業他社がまねできないような、自動車エンジンのアイドリングス
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トップ技術などが相当する。求める答えはイとなる。

アは他社との共通使用を目的とする技術、ウはソフトウェアの移植性を生かす技術、エは汎用

部品を活用する技術であり、コア技術とは言わない。

問197 エ

ＭＲＰに関する問題である。

ＭＲＰはコンピュータを利用して生産に必要な部品の必要量を計算する計画で、生産に必要な

各部品の所要量と在庫状況を調べながら部品展開という方法で算出していく。製品の中に組み込

まれる部品の構成や、それぞれの部品ごとの使用量、製造リードタイム、発注リードタイムをも

とに、すべての製品の需要に対応した個々の部品の必要量、製造指示日、発注指示日を算出する。

多品種で、構成部品数が複雑な場合、高速で計算するコンピュータの利用価値が高い。製品の基

準生産計画を基に、部品の手配数量を算出する内容が適切である。

アは受注生産、イはカンバン方式、ウはコンカレントエンジニアリング、エはＭＲＰである。

求める答えはエとなる。

問198 イ

ディープラーニングに関する問題である。

ディープラーニングは、人間の脳をモデルにしたニューラルネットワークと呼ばれる技術を基

にした技術であり、ニューラルネットワーク技術を何層にも重ねた構造を利用して、抽象的なデ

ータを認識できるようになっている。インターネットの高速化や画像データの高精度化により、

コンピューターは人間に近い考え方ができるようになり、他人や動物を識別する場合に、視覚や

聴覚などを駆使して、対象物の体格などの全体を見た後に、目、耳、口などの顔のパーツなどを

認識したり、逆に、パーツから全体を認識したりするような階層的な過程を経ることが可能にな

ってきている。従来のコンピューターではこのような過程を経て認識をさせることは困難とされ、

対象物の特徴を計算するプログラムによって識別を行っていた。しかし、ディープラーニングで

は、人間の認識過程と同じ過程を利用して、十分なデータの量を活用し、写真に写っている人の

顔や動物等をコンピューターに繰り返して認識させ、学習させることによって識別できるように

なっている。

イのシステムが大量の画像を取得し処理することによって、歩行者と車を確実に見分ける内容

はディープラーニングの利用である。求める答えはイとなる。

アはエアバッグという安全装置の活用、ウはアイドリングストップという自動装置の活用、エ

は携帯電話回線を活用したアップデートの仕組みである。認識・学習システムではない。

問199 ア

ＣＩＯに関する問題である。

ＣＩＯは情報担当役員で、企業の情報システムや情報戦略に関する責任者である。通常、常務

以上の役員が担当する。企業情報システムの構築発展のために、コンピュータの知識だけでなく

経営者としての立場から、戦略の武器として情報システムおよび情報システム部門を把握し統率

する必要がある。

ＣＩＯの業務内容
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① 経営戦略の一部としての情報化戦略を立案・実行する。

② 情報技術に基づいた形で企業に適切な経営戦略を提案する。

③ 部門間や外部との調整を行い業務組織や業務プロセスを改革して情報システムに適合さ

せる。

④ 情報部門を含めて全社のＩＴ資産(人材、ハードウェア、ソフトウェアなど)の保持や調

達を最適化する。

アはＣＩＯ、イはシステム部門の統括管理者、ウはシステム監査人、エはシステム管理の担当

者またはヘルプデスクの責任者である。求める答えはアとなる。

問200 イ

ＯＪＴの特徴に関する問題である。

ＯＪＴは、日常業務の中で、職場の上司や先輩従業員などから指示や指導を受ける教育であり、

日々の仕事を通じて職場で行われる能力開発のことである。次のような特徴がある。

① 仕事に直接必要な教育を効率よく実施できる

② 個別教育なので、効果を上げやすい

③ 日常の仕事を通じて、継続的に実施される

④ 教える側の成長につながる

アは仕事に直接必要な教育を受ける。

イはＯＪＴの特徴である。求める答えはイとなる。

ウは教育者の指導能力の影響を受ける。

エは日常の仕事を通じて、継続的に実施される。


